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人大貫小竹国際特許事務所 
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 上記当事者間の特許第５３７１０６６号発明「超音波センサ及びこれを

用いた超音波流量計」の特許無効審判事件について、次のとおり審決す

る。 

 

 
結 論 

 
 請求のとおり訂正を認める。 

 
 本件審判の請求は、成り立たない。 

 
 審判費用は、請求人の負担とする。 

 

 
理 由 

 
第１ 手続の経緯  

 

本件特許第５３７１０６６号（以下「本件特許」という。）は、平成２３

年１１月４日に出願（特願２０１１－２４１８０３号）されたものであっ

て、その請求項１ないし９に係る発明について、平成２５年９月２７日に

特許権の設定登録がなされたものである。  

 
 

 

 これに対し、株式会社ソニックから平成２６年２月５日付けで請求項１

ないし９に係る発明の特許について無効審判の請求がなされたものであ

る。 

 
 審判請求以降の手続は、おおむね次のとおりである。 

 
  

 
平成２６年２月２４日付け  請求書副本の送達通知 

 
平成２６年４月２５日付け  答弁書（被請求人） 

 
平成２６年４月２５日付け  訂正請求書（被請求人） 

 
平成２６年５月１５日付け  審尋 

 
平成２６年５月１５日付け  答弁書副本の送付通知 

 
平成２６年５月１５日付け  訂正請求書副本の送付通知 

 
平成２６年６月１６日差出  回答書（被請求人） 

 
平成２６年７月２２日付け  回答書副本の送付通知 

 
平成２６年８月２５日付け  弁駁書（請求人） 

 
平成２６年９月１６日付け  弁駁書副本の送付通知 

 
平成２６年９月１６日付け  補正許否の決定 

 
平成２６年９月１６日付け  通知書≪同意確認通知≫ 

 
平成２６年１０月３日差出  同意回答書（被請求人） 

 
平成２６年１０月２０日付け 審理の方式の申立書（被請求人） 

 
平成２６年１１月４日付け  補正許否の決定 

 
平成２６年１１月４日付け  審理事項通知書 

 
平成２６年１２月１日付け  口頭審理陳述要領書（請求人） 



 
平成２６年１２月１日付け  口頭審理陳述要領書（被請求人） 

 
平成２６年１２月１５日   第１回口頭審理 

 
平成２６年１２月１７日付け 上申書（請求人） 

 
平成２７年１月９日付け   上申書（被請求人） 

 
 

 
第２ 訂正請求について 

 
１ 請求の趣旨・本件訂正の内容 

 

 被請求人が平成２６年４月２５日付けで提出した訂正請求書の請求の趣

旨は、「特許第５３７１０６６号の明細書、特許請求の範囲を本件請求書

に添付した訂正明細書、特許請求の範囲のとおり、一群の請求項ごとに訂

正することを求める。」というものであって、本件訂正の内容は、請求項

１ないし９からなる一群の請求項について、以下の訂正事項１～１３から

なるものである。  

 

 なお、明細書について、訂正前のもの、すなわち願書に添付した明細書

を「特許明細書」と、訂正後のものを「訂正明細書」ということがある。

また、訂正箇所に下線を付した。訂正事項１３は、平成２６年１２月１５

日の第１回口頭審理における訂正請求書の補正に基づくものである。 

 
  

 
（１）訂正事項１ 

 

 特許請求の範囲の請求項１に「微少流量が流れる」とあるのを、「微少

流量の物質が流れる」に訂正する。  

 
（２）訂正事項２ 

 

 特許請求の範囲の請求項１に「高周波が付与されて振動し、」とあるの

を、「高周波信号が付与されて振動し、」に訂正する。  

 
（３）訂正事項３ 

 

 特許請求の範囲の請求項１に「前記超音波振動子の幅よりも大きな幅」

とあるのを、「前記超音波振動子の前記導管の軸方向の幅よりも大きな同

方向の幅」に訂正する。  

 
（４）訂正事項４ 

 

 特許請求の範囲の請求項１に「音の伝搬速度が前記導管内を流れる物質

の音の伝搬速度」とあるのを、「音の伝搬速度が前記導管内を流れる前記

物質の音の伝搬速度」に訂正する。  

 
（５）訂正事項５ 

 

 特許請求の範囲の請求項５に「前記超音波振動子と前記制振部材の接触

面に非粘着性物質を挟む」とあるのを、「前記超音波振動子と前記制振部

材との間に非粘着性物質を介在させる」に訂正する。  

 
（６）訂正事項６ 

 

 特許請求の範囲の請求項６に「前記超音波振動子と前記制振部材の接触

面」とあるのを、「前記超音波振動子と前記制振部材の互いに対峙する

面」に訂正する。  

 
（７）訂正事項７ 

 
 願書に添付した明細書の段落【００１１】に記載された「微少流量が流



れる」とあるのを、「微少流量の物質が流れる」に訂正する。  

 
（８）訂正事項８ 

 

 願書に添付した明細書の段落【００１１】に記載された「高周波が付与

されて振動し、」とあるのを、「高周波信号が付与されて振動し、」に訂

正する。  

 
（９）訂正事項９ 

 

 願書に添付した明細書の段落【００１１】に記載された「前記超音波振

動子の幅」とあるのを、「前記超音波振動子の前記導管の軸方向の幅」に

訂正する。  

 
（１０）訂正事項１０ 

 

 願書に添付した明細書の段落【００１１】に記載された「音の伝搬速度

が前記導管内を流れる物質の音の伝搬速度」とあるのを、「音の伝搬速度

が前記導管内を流れる前記物質の音の伝搬速度」に訂正する。  

 
（１１）訂正事項１１ 

 

 願書に添付した明細書の段落【００１１】に記載された「整合部材が測

定される流体の密度と略等しい密度を有することと」とあるのを、「測定

される流体の密度と略等しい密度を有する整合部材を選定することと」に

訂正する。  

 
（１２）訂正事項１２ 

 

 願書に添付した明細書の段落【００１８】に記載された「超音波振動子

と導管の間に導管に流れる物質の同様の音波伝搬速度を有する材料からな

るリング状の整合部材」とあるのを、「超音波振動子と導管の間に導管に

流れる物質と同様の音波伝搬速度を有する材料からなると共にリング状の

柔軟性のある均一な整合部材」に訂正する。 

 
（１３）訂正事項１３ 

 

 願書に添付した明細書の段落【００１１】に記載された「環状の柔軟性

のある略均一な整合部材を設けると共に、」とあるのを、「環状の柔軟性

のある均一な整合部材を設けると共に、」に訂正する。 

 
 

 
２ 訂正の適否についての判断 

 
（１）訂正事項１について  

 

 訂正事項１は、訂正前の請求項１の「微少流量が流れる」について、

「微少流量の物質が流れる」と訂正することで、「微少流量」の何が流れ

るのかを明確にし、かつ、訂正前の請求項１の「前記導管内を流れる物

質」との記載との整合を取ることを目的とするものであるから、当該訂正

事項１は、特許法第１３４条の２第１項ただし書第３号に規定する明瞭で

ない記載の釈明を目的とするものに該当する。 

 

 また、訂正事項１は、願書に添付した明細書、特許請求の範囲及び図面

（以下単に「本件特許明細書等」ということがある。）に記載された事項

の範囲内で行われたものであり、実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変

更するものでもない。 

 
 



 
（２）訂正事項２について  

 

 訂正事項２は、訂正前の請求項１に「高周波が付与されて振動し、」と

あるのを、「高周波信号が付与されて振動し、」に訂正することで、これ

に続く「振動を受信して高周波信号を発生させる」との記載と用語を統一

することを目的とするものであるから、当該訂正事項２は、特許法第１３

４条の２第１項ただし書第３号に規定する明瞭でない記載の釈明を目的と

するものである。 

 

 また、願書に添付した明細書の段落【００２１】に「これらの超音波セ

ンサ１Ａ，１Ｂは、コントロールユニット（Ｃ／Ｕ）３０に電気的に接続

され、上流側超音波センサ１Ａに高周波を印加して振動させ」と記載され

ているとおり、超音波振動子は高周波の電気信号を付与して振動させるも

のであるから、訂正事項２は、本件特許明細書等に記載された事項の範囲

内で行われたものであって、実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更す

るものでもない。 

 
 

 
（３）訂正事項３について 

 

 訂正事項３は、訂正前の請求項１の「前記超音波振動子の幅よりも大き

な幅」とあるのを、「前記超音波振動子の前記導管の軸方向の幅よりも大

きな同方向の幅」に訂正することで、「前記超音波振動子の幅」が、「導

管の軸方向」の幅であることを明瞭にすることを目的とするものであるか

ら、当該訂正事項３は、特許法第１３４条の２第１項ただし書第３号に規

定する明瞭でない記載の釈明を目的とするものである。 

 

 そして、願書に添付した図面の図２は、超音波センサの構造を示した説

明図であるが、図２には、整合部材７における導管２０の軸方向の幅が、

超音波振動子における導管２０の軸方向の幅よりも大きな幅であることが

示されているから、訂正前の請求項１に記載された、整合部材における

「超音波振動子の幅よりも大きな幅」が、導管の軸方向の幅を指している

ことは自明である。 

 

 よって、訂正事項３は、願書に添付した明細書の段落【００２６】の記

載を見るまでもなく、本件特許明細書等に記載された事項の範囲内で行わ

れたものであり、実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更するものでも

ない。 

 
 

 
（４）訂正事項４について 

 

 訂正事項４は、訂正前の請求項１に「音の伝搬速度が前記導管内を流れ

る物質の音の伝搬速度」とあるのを、「音の伝搬速度が前記導管内を流れ

る前記物質の音の伝搬速度」に訂正することで、「導管内を流れる物質」

と、訂正事項１により訂正された「微少流量の物質」とが同じものである

ことを明瞭にするものであるから、特許法第１３４条の２第１項ただし書

第３号に規定する明瞭でない記載の釈明を目的とするものである。 

 

 また、訂正事項４は、本件特許明細書等に記載された事項の範囲内で行

われたものであり、実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更するもので



もない。 

 
 

 
（５）訂正事項５について 

 

 訂正事項５は、訂正前の請求項５に「前記超音波振動子と前記制振部材

の接触面に非粘着性物質を挟む」とあるのを、「前記超音波振動子と前記

制振部材との間に非粘着性物質を介在させる」に訂正することで、「接触

面に非粘着性物質を挟む」との構成についての解釈上の疑義（超音波振動

子と制振部材とは、非粘着性物質を挟むことで、面同士では接触していな

いのにもかかわらず、訂正前の請求項５の「接触面」との記載より、両者

が面同士で接触しているようにも解釈できる）をなくすものであるから、

当該訂正事項５は、特許法第１３４条の２第１項ただし書第３号に規定す

る明瞭でない記載の釈明を目的とするものである。 

 

 そして、願書に添付した明細書の段落【００１２】には、「超音波振動

子と制振部材との間に非粘着性物質を挟むようにしても良いものであ

る。」と記載されていることから、訂正事項５は、本件特許明細書等に記

載した事項の範囲内の訂正であり、実質上特許請求の範囲を拡張し、又は

変更するものでもない。  

 
 

 
（６）訂正事項６について 

 

 訂正事項６は、訂正前の請求項６に「前記超音波振動子と前記制振部材

の接触面」とあるのを、「前記超音波振動子と前記制振部材の互いに対峙

する面」に訂正することで、構成についての解釈上の疑義（超音波振動子

と制振部材とは、非粘着性処理が施された介在部材により、面同士では接

触していないのにもかかわらず、訂正前の請求項６の「接触面」との記載

より、両者が面同士で接触しているようにも解釈できる）をなくすもので

あるから、当該訂正事項６は、特許法第１３４条の２第１項ただし書第３

号に規定する明瞭でない記載の釈明を目的とするものである。 

 

 そして、願書に添付した明細書の段落【００１２】には、「さらにま

た、片面若しくは両面に非粘着性処理が施された介在部材を設けるように

しても良いものである。」と記載されていることから、訂正事項６は、本

件特許明細書等に記載した事項の範囲内の訂正であり、また、実質上特許

請求の範囲を拡張し、又は変更するものでもない。  

 
 

 
（７）訂正事項７について 

 

 訂正事項７は、上記訂正事項１に係る訂正に伴って、特許請求の範囲の

記載と発明の詳細な説明の記載との整合を図るため、願書に添付した明細

書の段落【００１１】に記載された「微少流量が流れる」を、「微少流量

の物質が流れる」に訂正するものである。 

 

 よって、訂正事項７は、特許法第１３４条の２第１項ただし書第３号に

規定する明瞭でない記載の釈明を目的とするものである。 

 

 また、訂正事項７は、本件特許明細書等に記載した事項の範囲内の訂正

であり、実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更するものでもない。 



 
  

 
（８）訂正事項８について 

 

 訂正事項８は、上記訂正事項２に係る訂正に伴って、特許請求の範囲の

記載と発明の詳細な説明の記載との整合を図るため、願書に添付した明細

書の段落【００１１】に記載された「高周波が付与されて振動し、」とあ

るのを、「高周波信号が付与されて振動し、」に訂正するものである。 

 

 よって、訂正事項８は、特許法第１３４条の２第１項ただし書第３号に

規定する明瞭でない記載の釈明を目的とするものである。 

 

 また、訂正事項８は、本件特許明細書等に記載した事項の範囲内の訂正

であり、実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更するものでもない。 

 
  

 
（９）訂正事項９について 

 

 訂正事項９は、上記訂正事項３に係る訂正に伴って、特許請求の範囲の

記載と発明の詳細な説明の記載との整合を図るため、願書に添付した明細

書の段落【００１１】に記載された「前記超音波振動子の幅よりも大きな

幅」とあるのを、「前記超音波振動子の前記導管の軸方向の幅よりも大き

な同方向の幅」に訂正するものである。 

 

 よって、訂正事項９は、特許法第１３４条の２第１項ただし書第３号に

規定する明瞭でない記載の釈明を目的とするものである。 

 

 また、上記「（３）」で述べたとおり、「超音波振動子の幅」が、導管

の軸方向の幅を指していることは自明であるから、訂正事項９は、本件特

許明細書等に記載した事項の範囲内の訂正であり、実質上特許請求の範囲

を拡張し、又は変更するものでもない。 

 
 

 
（１０）訂正事項１０について 

 

 訂正事項１０は、上記訂正事項４に係る訂正に伴って、特許請求の範囲

の記載と発明の詳細な説明の記載との整合を図るため、願書に添付した明

細書の段落【００１１】の最初の文に「音の伝搬速度が前記導管内を流れ

る物質の音の伝搬速度」とある記載を、「音の伝搬速度が前記導管内を流

れる前記物質の音の伝搬速度」に訂正するものである。 

 

 よって、訂正事項１０は、特許法第１３４条の２第１項ただし書第３号

に規定する明瞭でない記載の釈明を目的とするものである。 

 

 また、訂正事項１０は、本件特許明細書等に記載した事項の範囲内の訂

正であり、実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更するものでもない。 

 
  

 
（１１）訂正事項１１について  

 

 訂正事項１１は、願書に添付した明細書の段落【００１１】に記載され

た「この『音の伝搬速度が前記導管内を流れる物質の音の伝搬速度と略等

しい材質からなること』とは、整合部材が測定される流体の密度と略等し

い密度を有することと同じ概念を有するものである。」とあるのを、「こ

の『音の伝搬速度が前記導管内を流れる物質の音の伝搬速度と略等しい材

質からなること』とは、測定される流体の密度と略等しい密度を有する整



合部材を選定することと同じ概念を有するものである。」に訂正すること

で、「音の伝搬速度」と「密度」とが同じ意味であるかのような誤解が生

じないよう、表現を改めることを目的としたものである。 

 

 よって、訂正事項１１は、特許法第１３４条の２第１項ただし書第３号

に規定する明瞭でない記載の釈明を目的とするものである。 

 

 そして、訂正事項１１は、上記のとおり、誤解が生じないように表現を

改めるものであるから、本件特許明細書等に記載した事項の範囲内の訂正

であり、また、実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更するものでもな

い。 

 
 

 
（１２）訂正事項１２について 

 

 訂正事項１２は、願書に添付した明細書の段落【００１８】に「超音波

振動子と導管の間に導管に流れる物質の同様の音波伝搬速度を有する材料

からなるリング状の整合部材」とあるのを、「超音波振動子と導管の間に

導管に流れる物質と同様の音波伝搬速度を有する材料からなると共にリン

グ状の柔軟性のある均一な整合部材」に訂正することで、願書に添付した

明細書の段落【００１８】に記載の効果が奏されるためには、超音波振動

子と導管の間に介在される整合部材が導管に流れる物質と同様の音波伝搬

速度を有する材料からなることだけではなく、「柔軟性のある均一な」部

材であることも必要であることを明瞭にするものである。 

 

 したがって、当該訂正事項１２は、特許法第１３４条の２第１項ただし

書第３号に規定する明瞭でない記載の釈明を目的とするものである。 

 

 そして、願書に添付した明細書の段落【００１８】の記載は、【発明の

効果】についての記載であるから、整合部材が「柔軟性のある均一な」部

材であることを含む、訂正前の請求項１に記載された事項により特定され

る発明の効果を記載したものであることは明らかである。 

 

 よって、訂正事項１２は、本件特許明細書等に記載した事項の範囲内の

訂正であり、実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更するものでもな

い。 

 
 

 
（１３）訂正事項１３について 

 

 訂正事項１３は、願書に添付した明細書の段落【００１１】に記載され

た「環状の柔軟性のある略均一な整合部材を設けると共に、」とあるの

を、「環状の柔軟性のある均一な整合部材を設けると共に、」に訂正する

ことで、発明の詳細な説明の記載を特許請求の範囲の記載と整合させるこ

とを目的とするものである。 

 

 よって、訂正事項１３は、特許法第１３４条の２第１項ただし書第３号

に規定する明瞭でない記載の釈明を目的とするものである。 

 

 また、訂正事項１３は、本件特許明細書等に記載した事項の範囲内の訂

正であり、実質上特許請求の範囲を拡張し、又は変更するものでもない。 

 
 

 
３ 一群の請求項について  



 

（１）訂正事項５に係る訂正後の請求項５及び訂正事項６に係る訂正後の

請求項６は、訂正事項１ないし４に係る訂正後の請求項１を引用している

から、訂正後の請求項１ないし９は、一群の請求項を構成するものであ

り、本件訂正請求は、特許法第１３４条の２第３項の規定に適合する。  

 
 

 

（２）訂正事項７ないし１３は、訂正後の請求項１と関係しているから、

本件訂正請求は、特許法第１３４条の２第９項で準用する同法第１２６条

第４項の規定にも適合する。  

 
 

 
４ 請求人の主張について 

 

 請求人は、訂正事項１２について、願書に添付した明細書の段落【００

１８】には「整合部材」が均一であることが記載されていないから、同段

落【００１８】に記載された「超音波振動子の振動をバラツキ少なく均一

に確実に導管内の流体に伝達することができると共に、導管内の流体を伝

搬してきた振動を超音波振動子によってバラツキ少なく均一に確実に検出

することができるため、導管内を通過する流体の流量、流速を精度良く検

出することが可能となる」との効果を、整合部材が柔軟性のある均一な部

材であることの効果であるとする訂正事項１２は、本件特許明細書等に記

載した事項の範囲内の訂正ではない旨主張している（弁駁書第３頁第１２

行～第４頁８行、同第１２頁第２６行～第１３頁第１行）。 

 

 しかし、願書に添付した明細書の段落【００２６】には「また生来略均

一に作られている材質を選んでいるので、そのバラつきを気にする必要は

なく、バラツキ少なく均一に送受信可能となるものである。」と記載さ

れ、願書に添付した明細書の段落【００３０】には「これによって、導管

２０に対して、流体の流れ方向に対して、制振部材３，４、柔軟性のある

略均一な整合部材７によって、つまりは接着剤を使って固め固定端振動に

するのではなく、固着させず自由振動させることで円滑に振動することが

可能となり、流れ方向の振動は制振部材３，４によって制振され、超音波

振動子２の残響がバラツキなく均一に取り除け、導管２０に対する方向に

ついても、制振部材３，４及び柔軟性のある略均一な整合部材７によっ

て、つまりは接着剤を使って固め固定端振動にするのではなく、固着させ

ず自由振動させることで振動子が円滑に振動することが可能となるため、

導管２０を流れる流体にバラツキ少なく均一に振動を伝えることが可能と

なるものである。」と記載されているのであるから、願書に添付した明細

書の段落【００１８】に記載された【発明の効果】（特許を受けようとす

る発明が従来の技術との関連において有する有利な効果）が、整合部材が

柔軟性のある均一な部材であることを含む、訂正前の請求項１に記載され

た事項により特定される発明の効果を記載したものであることは明らかで

ある。 

 

 よって、訂正事項１２は、願書に添付した明細書等の全ての記載を総合

することにより導かれる技術的事項との関係において新たな技術的事項を

導入するものではないから、請求人の主張は採用できない。 



 
 

 
５ まとめ 

 

 以上のとおりであるから、本件訂正は、特許法第１３４条の２第１項た

だし書第３号に掲げる事項を目的とするものに該当し、特許法第１３４条

の２第３項、同法第１３４条の２第９項で準用する同法第１２６条第４

項、第５項及び第６項の規定に適合するので、本件訂正を認める。  

 
 

 
第３ 本件発明  

 

 上記第２のとおり、本件訂正は認められたので、本件訂正後の特許請求

の範囲の請求項１ないし９に係る発明（以下、単に、本件発明１ないし９

ということがある。）は、本件訂正後の特許請求の範囲の請求項１ないし

９に記載された事項により特定される、次のとおりのものである。  

 
「【請求項１】 

 

 微少流量の物質が流れる導管の外周上に配置され、高周波信号が付与さ

れて振動し、振動を受信して高周波信号を発生させるリング状の超音波振

動子と、該超音波振動子を挟持固定するように配置される一対の制振部材

とによって構成される超音波センサにおいて、 

 

 前記超音波振動子の内周面と前記導管の外周面の間に、前記超音波振動

子の前記導管の軸方向の幅よりも大きな同方向の幅を有する環状の柔軟性

のある均一な整合部材を設けると共に、該整合部材は、音の伝搬速度が前

記導管内を流れる前記物質の音の伝搬速度と略等しい材質からなることを

特徴とする超音波センサ。 

 
【請求項２】 

 

前記超音波振動子と前記制振部材の接触面は、その粘着性が最小限となる

ように加工されることを特徴とする請求項１記載の超音波センサ。 

 
【請求項３】 

 

前記超音波振動子と前記制振部材との接触面の粘着性を最小限にする加工

は、表面コーティングであることを特徴とする請求項２記載の超音波セン

サ。 

 
【請求項４】 

 

前記超音波振動子と前記制振部材との接触面の粘着性を最小限にする加工

は、プラズマ表面処理であることを特徴とする請求項２記載の超音波セン

サ。 

 
【請求項５】 

 

 前記超音波振動子と前記制振部材との間に非粘着性物質を介在させるこ

とを特徴とする請求項１～４のいずれか１つに記載の超音波センサ。 

 
【請求項６】 

 

 前記超音波振動子と前記制振部材の互いに対峙する面の少なくとも一方

の面に非粘着性処理が施された介在部材を設けること特徴とする請求項１

～４のいずれか１つの記載の超音波センサ。 

 
【請求項７】 

 
 前記超音波振動子と前記整合部材の間及び前記整合部材と前記導管の間



には、導管を流れる物質の密度と略等しい密度を有するグリースが適用さ

れることを特徴とする請求項１～６のいずれか１つに記載の超音波セン

サ。 

 
【請求項８】 

 

 請求項１～７のいずれか１つに記載の超音波センサを、微少流量が流れ

る導管上に所定の間隔で配置したことを特徴とする超音波流量計。 

 
【請求項９】 

 

 前記導管を流れる流量の計測を実行して出力するコントロールユニット

が載置されるコントロールユニット収納部と、一対の前記超音波センサが

所定の間隔で配置されるセンサ保護部とによって構成されるケースを具備

し、 

 

 該ケースのセンサ保護部は、導管とは離れた状態で制振部材を挟持固定

することを特徴とする請求項８記載の超音波流量計。」 

 
 

 
第４ 請求人の請求の趣旨及び請求の理由 

 
１ 請求人の請求の趣旨及び主張する無効理由の概略 

 

 請求人は、審判請求書において、特許第５３７１０６６号発明の特許請

求の範囲の請求項１乃至９に記載された発明についての特許を無効とす

る、審判費用は被請求人の負担とする、との審決を求め、審判請求書、弁

駁書、口頭審理陳述要領書及び上申書を提出した。そして、請求人が主張

する無効理由は、概略、次のとおりのものである。 

 
（１）無効理由１ 

 

 特許請求の範囲の請求項１乃至９の記載は、特許法第３６条第６項第２

号に規定する要件を満たさないものであるため、特許請求の範囲の請求項

１乃至９に係る発明（本件発明１乃至９）についての特許は、特許法第３

６条第６項第２号に規定する要件を満たしていない特許出願に対してなさ

れたものであり、同法第１２３条第１項第４号の規定に該当し、無効とす

べきものである。 

 
 

 
（２）無効理由２ 

 

 本件明細書の発明の詳細な説明の記載は、特許法第３６条第４項第１号

に規定する要件を満たしていないから、本件発明１乃至９についての特許

は、特許法第３６条第４項第１号に規定する要件を満たしていない特許出

願に対してなされたものであり、同法第１２３条第１項第４号の規定に該

当し、無効とすべきものである。 

 
 

 
（３）無効理由３ 

 

 本件発明１乃至９についての特許は、特許法第２９条第２項の規定に違

反してなされたものであり、特許法第１２３条第１項第２号に該当し、無

効とすべきものである。 

 
 

 
２ 証拠方法  



 
請求人が提出した証拠方法は、以下のとおりである。  

 
（１）審判請求書とともに提出された証拠 

 

甲第１号証：新村出、広辞苑、第六版、株式会社岩波書店、２００８年１

月１１日 

 

甲第２号証：宇田川義夫、超音波技術入門－発信から受信まで－、初版、

日刊工業新聞社、２０１０年１月３０日 

 

甲第３号証：材料音速一覧表、インターネット（ＵＲＬ：

http://www.olympus-ims.com/ja/ndt-tutorials/thickness-

gage/appendices-velocities/） 

 

甲第４号証：秋山徹、位相差バラツキへの温度影響調査結果、２０１３年

１０月２３日 

 

甲第５号証：電子メール及び当該電子メールに添付された文書を印刷した

もの（２０１０年３月１０日１６時２０分） 

 
甲第６号証：雇用保険被保険者資格喪失確認通知書（事業主通知用） 

 

甲第７号証：特許庁、工業所有権法（産業財産権法）逐条解説、第１９

版、一般社団法人発明推進協会、２０１２年１２月２５日 

 

甲第８号証：電子メールを印刷したもの（２０１０年４月１２日１２時０

７分） 

 
甲第９号証の１：特開２００１－１６６６６０号公報 

 
甲第９号証の２：特開２００３－１７０２３０号公報 

 
甲第９号証の３：国際公開第２００５／０５００６９号 

 
甲第１０号証の１：特表平８－５０９１９５号公報 

 
甲第１０号証の２：特開２００３－２８６３５７号公報 

 
甲第１０号証の３：特開２００８－１３０８６１号公報 

 
甲第１１号証の１：特開２００９－２４８５２０号公報 

 
甲第１１号証の２：特開平５－２２８９９１号公報 

 
甲第１１号証の３：特開２００９－２２０６９５号公報 

 

甲第１２号証：信越化学工業株式会社のグリース・オイルコンパウンドカ

タログ 

 
甲第１３号証の１：特開２００８－１０７２３４号公報  

 
甲第１３号証の２：特開２００６－２７９１２８号公報 

 
甲第１３号証の３：特開平１０－３８６４９号公報 

 
甲第１３号証の４：特開２００８－１４８４１号公報 

 
甲第１３号証の５：特開２００８－１６４３３０号公報 

 
 

 
（２）弁駁書とともに提出された証拠 

 

甲第１４号証：新村出、広辞苑、第六版、株式会社岩波書店、２００８年

１月１１日 

 
甲第１５号証：東京高裁昭和４３（行ケ）第６７号判決  

 

甲第１６号証：電子メール（送信日時：２０１０年１０月２９日１９時２

８分）を印刷したもの 

 
甲第１７号証：電子メール（送信日時：２０１０年１１月１日１８時２４



分）を印刷したもの 

 
甲第１８号証：タキオニッシュホールディングス株式会社就業規則 

 

（甲第１９号証の１（特開２００５－１０６５９４号公報）、甲第１９号

証の２（特開２００２－３０３５４１号公報）、甲第１９号証の３（特開

２００２－３６５１０６号公報）及び甲第１９号証の４（特開２００５－

３５１８２８号公報）については、後述のとおり、証拠として採用しな

い。） 

 
 

 
（３）口頭審理陳述要領書（請求人）とともに提出された証拠 

 
甲第２０号証：平成２２年（２０１０年）９月１６日付出向個別契約書 

 

甲第２１号証：平成２５年（ネ）第１００３号 従業員地位確認等請求控

訴事件 判決文 

 
甲第２２号証：株式会社ソニック就業規則 

 
 

 
（４）上申書において提出された証拠 

 

甲第２３号証：平成２６年１２月１５日に行われた口頭審理において、請

求人が説明に用いた資料 

 
 

 

 なお、弁駁書第２７頁第５行から第２８頁第１４行（「（４－７）無効

理由３についての予備的意見」の項）に記載された事項による請求の理由

の補正については、平成２６年９月１６日付けの補正許否の決定により、

許可しないこととなったので、該請求の理由の補正に伴って提出された甲

第１９号証の１、甲第１９号証の２、甲第１９号証の３、及び甲第１９号

証の４については、証拠として採用しない。 

 

 また、弁駁書の第２４頁第１１～２７行（「仮に・・・甲第５，８号証

から当業者にとって容易である。」）及び第２５頁第７～１９行（「仮

に・・・甲第５，８号証から当業者にとって容易である。」）に記載され

た事項による請求の理由の補正ついては、平成２６年１０月３日差出の同

意回答書のとおり、被請求人が、不同意であったので、平成２６年１１月

４日付けの補正許否の決定により、許可しないこととなった。よって、弁

駁書第２４頁第１４～２３行により特定される甲第８号証の新たな記載箇

所は、補正を許可しないことになった請求の理由を立証するための証拠と

しては、採用しない。 

 
 

 
第５ 被請求人の答弁の趣旨及び主張 

 
１ 被請求人の答弁の趣旨及び主張の概要 

 

 被請求人は答弁書において、請求人の主張は理由がないものとする、審

判費用は請求人の負担とする、との審決を求め、答弁書、回答書、口頭審

理陳述要領書（平成２６年１２月１５日の第１回口頭審理における訂正後

のもの）及び上申書において、特許請求の範囲の請求項１乃至９に記載さ

れた特許を無効とすべき理由はない旨主張している。 

 
 



 
２ 被請求人が提出した証拠方法 

 
 被請求人が提出した証拠方法は以下のとおりである。 

 
（１）答弁書とともに提出された証拠 

 

乙第１号証：チョン・カー・ウィー、「微少液体流量計測の現状と将来展

望」、産総研計量標準報告、Ｖｏｌ．８、Ｎｏ．１、２０１０年８月 

 

乙第２号証：新村出、広辞苑、第四版、株式会社岩波書店、１９９３年９

月１０日 

 

乙第３号証：吉田明彦、国立天文台編 理科年表 平成２４年机上版第８

５冊２０１２、丸善出版株式会社、平成２３年１１月３０日 

 
乙第４号証：特開２０１１－７５３９号公報 

 
乙第５号証：特開２００３－１４５１３号公報 

 
乙第６号証：特開２００４－１９８３４０号公報 

 
乙第７号証：平成１１年（行ケ）第３６８号判決 

 
 

 
（２）回答書とともに提出された証拠 

 
乙第８号証：株式会社テクノスルガからの採用内定通知書 

 
乙第９号証の１：２００９年１２月２１日付け出向個別契約書 

 
乙第９号証の２：２０１０年３月３１日付け出向個別契約書 

 

乙第１０号証：秘密扱い資料（２００７年９月１２日付けの技術者募集用

の資料） 

 
乙第１１号証：株式会社テクノスルガの閉鎖事項全部証明書 

 

乙第１２号証：タキオニッシュホールディングス株式会社の会社情報（Ｕ

ＲＬ:http://www.tachyonish.com/company/index.html） 

 
乙第１３号証：株式会社ソニックの履歴事項全部証明書 

 
乙第１４号証：被請求人のスケジュール表 

 
乙第１５号証：東京高裁／昭和５５，２，１８判決 

 
乙第１６号証：上告受理申立て通知書 

 
 

 
（３）口頭審理陳述要領書（被請求人）とともに提出された証拠 

 
乙第１７号証：特開２０１２－２４２０９１号公報 

 
乙第１８号証：高温対応超音波流量計センサについての検討資料 

 
 

 
第６ 無効理由１（第３６条第２項）について  

 
１ 無効理由１の要点 

 

 無効理由１について請求人の主張する理由の要点は、以下のアないしク

の点で、請求項１の記載は明確でないから、請求項１及び請求項１の記載

を引用する請求項２乃至９に係る発明が明確でなく、以下のケの点で、請

求項２の記載は明確でないから、請求項２及び請求項２の記載を引用する

請求項３乃至９に係る発明が明確でなく、以下のコの点で、請求項５の記

載は明確でないから、請求項５及び請求項５の記載を引用する請求項７乃

至９に係る発明が明確でなく、以下のサの点で、請求項６の記載は明確で

ないから、請求項６及び請求項６の記載を引用する請求項７乃至９に係る



発明が明確でなく、以下のシの点で、請求項７の記載は明確でないから、

請求項７及び請求項７の記載を引用する請求項８乃至９に係る発明が明確

でない、というものである。 

 
 

 

ア 「微小流量が流れる導管」（訂正前）について、「微小流量」の範囲

が曖昧である。 

 

イ 「高周波が付与されて振動し、振動を受信して高周波信号を発生させ

るリング状の超音波振動子」（訂正前）について、「高周波」の範囲が曖

昧である。 

 

ウ 「前記超音波振動子の幅よりも大きな幅を有する環状の柔軟性のある

均一な整合部材」（訂正前）について、「幅」が超音波振動子及び整合部

材のどこの寸法であるのかが不明確である。 

 

エ 「前記超音波振動子の幅よりも大きな幅を有する環状の柔軟性のある

均一な整合部材」（訂正前）について、整合部材の何が均一であるのかが

不明確である。 

 

オ 「微少流量が流れる導管」（訂正前）及び「前記導管内を流れる物

質」（訂正前）について、「微小流量」と「物質」との関係が不明確であ

る。 

 

カ 「音の伝搬速度が前記導管内を流れる物質の音の伝搬速度と略等しい

材質」（訂正前）について、「略等しい」の範囲が曖昧である。 

 

キ 「該整合部材は、音の伝搬速度が前記導管内を流れる物質の音の伝搬

速度と略等しい材質からなる」（訂正前）について、「整合部材」の構成

が不明である。 

 

ク 「該整合部材は、音の伝搬速度が前記導管内を流れる物質の音の伝搬

速度と略等しい材質からなる」（訂正前）について、「音の伝搬速度」の

意味が不明確である。 

 

ケ 「接触面は、その粘着性が最小限となるように加工される」につい

て、「最小限となる」が具体的にどのような構成の接触面を意味するもの

かが不明確である。 

 

コ 「前記超音波振動子と前記制振部材の接触面に非粘着性物質を挟む」

（訂正前）について、「接触面に非粘着性物質を挟む」が具体的にどのよ

うな構成を意味するものかが不明確である。 

 

サ 「前記超音波振動子と前記制振部材の接触面の少なくとも一方の面に

非粘着性処理が施された介在部材を設ける」（訂正前）について、「接触

面の少なくとも一方の面に・・・介在部材を設ける」が具体的にどのよう

な構成を意味するものかが不明確である。 

 

シ 「導管を流れる物質の密度と略等しい密度を有するグリース」につい

て、「略等しい」の範囲が曖昧である。 

 
 

 
２ 無効理由１についての当審の判断 

 
ア 請求項１の「微小流量が流れる導管」（訂正前）との記載について 

 
（ア）請求人の主張（請求書第１３頁第６～７行、同第１７頁第７～１０



行、弁駁書第４頁第１０行～第５頁第３行） 

 

 請求項１の「微少流量が流れる導管」（訂正前）との記載について、

「微少」の範囲が曖昧であり、「微小流量」とはどの程度の流量を意味す

るものかが曖昧である。また、本件明細書においても、「微小流量」の範

囲が明らかにされていない。 

 

 また、本件明細書段落【０００６】の「上述した超音波流量計におい

て、特に微少流量を測定する場合には、特許文献３に開示されるように、

微少流量の流体が通過する導管の内側に超音波振動子を設けることは難し

く、流れそのものを阻害する恐れがあるため、導管の外側に超音波振動子

を設けることが望ましい。」との記載は、微少流量を測定する場合に導管

の外側に超音波振動子を設けることが望ましいことを述べているに過ぎな

いから、該記載から「微少流量」の定義を導き出すことは困難である。 

 

 さらに、乙第１号証には「１Ｌ／ｍｉｎより低い流量は微小流量として

一般的に認識されている」と記載されているが、これは技術常識として定

まった定義ではない。 

 
 

 
（イ）当審の判断 

 

 平成２６年４月２５日付け訂正請求により、請求項１に記載された「微

少流量が流れる導管」は、「微少流量の物質が流れる導管」と訂正された

（訂正事項１）。 

 

 訂正後の請求項１の「微少流量の物質が流れる導管の外周上に配置さ

れ、高周波信号が付与されて振動し、振動を受信して高周波信号を発生さ

せるリング状の超音波振動子と、・・・とによって構成される超音波セン

サ」との記載は、超音波センサのうち、訂正明細書段落【０００６】に記

載された「微少流量の流体が通過する導管の内側に超音波振動子を設ける

ことは難しく、流れそのものを阻害する恐れがあるため、導管の外側に超

音波振動子を設け」た形式の超音波センサが、特許を受けようとする発明

の対象であることを特定する記載であって、該形式の超音波センサにおい

て、「導管」を流れる物質の「微少流量」の具体的範囲を定義すること

は、特許を受けようとする発明の技術的意義にとって本質的な要件ではな

い。 

 

 よって、訂正後の請求項１に「微少流量の物質」について「微少」の範

囲が特定されていないからといって、特許を受けようとする発明が不明確

であるとはいえない。 

 

 また、訂正明細書をみても、「微小流量」の具体的範囲を特定すること

が、発明を特定するために必要な事項であるとは記載されていない。 

 

 したがって、上記（ア）の点で訂正後の請求項１の記載が明確でないと

することはできない。 

 
 

 

イ 請求項１の「高周波が付与されて振動し、振動を受信して高周波信号

を発生させるリング状の超音波振動子」（訂正前）との記載について 

 
（ア）請求人の主張（請求書第１３頁第８～９行、同第１７頁第１１～１



５行） 

 

 請求項１の「高周波が付与されて振動し、振動を受信して高周波信号を

発生させるリング状の超音波振動子」（訂正前）との記載について、「高

周波」の意味が曖昧であり、「高周波」とはどの程度の周波数を意味する

ものかが曖昧である。また、本件明細書においても「高周波」の範囲が明

らかにされていない。 

 
 

 
（イ）当審の判断 

 

 平成２６年４月２５日付け訂正請求により、「高周波が付与されて振動

し、振動を受信して高周波信号を発生させるリング状の超音波振動子」

は、「高周波信号が付与されて振動し、振動を受信して高周波信号を発生

させるリング状の超音波振動子」と訂正された（訂正事項２）。 

 

 訂正明細書の段落【００２１】に「これらの超音波センサ１Ａ，１Ｂ

は、コントロールユニット（Ｃ／Ｕ）３０に電気的に接続され、上流側超

音波センサ１Ａに高周波を印加して振動させ、・・・下流側超音波センサ

１Ｂにおいて振動子を振動させ、コントロールユニット３０によって電気

的に検出される。」と記載されているとおり、上記「高周波信号が付与さ

れて振動し、振動を受信して高周波信号を発生させるリング状の超音波振

動子」との記載は、超音波振動子による振動の発生、検出についての一般

的な記述であって、「高周波信号」の周波数の程度は、特許を受けようと

する発明の技術的意義にとって本質的な要件ではない。 

 

 よって、訂正後の請求項１に「高周波」の程度が明らかにされていない

からといって、特許を受けようとする発明が不明確であるとはいえない。 

 

 また、訂正明細書をみても、「高周波」の具体的範囲を特定すること

が、発明を特定するために必要な事項であるとは記載されていない。 

 

 したがって、上記（ア）の点で訂正後の請求項１の記載が明確でないと

することはできない。 

 
 

 

ウ 請求項１の「前記超音波振動子の幅よりも大きな幅を有する環状の柔

軟性のある均一な整合部材」（訂正前）との記載について 

 

（ア）請求人の主張（請求書第１３頁第９～１１行、同第１７頁第１６～

２５行） 

 

 請求項１の「前記超音波振動子の幅よりも大きな幅を有する環状の柔軟

性のある均一な整合部材」（訂正前）との記載について、「幅」が整合部

材のどこの寸法であるのかが不明確である。つまり、「幅」なる語は、

「物の横方向の、一端から他の端までの距離。横のひろさ。また、細長く

続くものの、両端を直角に切る長さ。」（甲第１号証）なる意味を有する

ものであるところ、超音波振動子及び整合部材の「横方向」が何ら特定さ

れていないので、「幅」が超音波振動子及び整合部材のどこの寸法を指し

ているものかが不明確である。また、本件明細書においても、「幅」が超

音波振動子及び整合部材のどこの寸法を指すものかが明らかにされておら

ず、超音波振動子及び整合部材の「横方向」も明らかにされていない。 



 
 

 
（イ）当審の判断 

 

 平成２６年４月２５日付け訂正請求により、「超音波振動子の幅」は

「超音波振動子の前記導管の軸方向の幅」と訂正され、「環状の柔軟性の

ある均一な整合部材」についての「大きな幅」は「大きな同方向の幅」と

訂正された（訂正事項３）。 

 

 よって、訂正後の請求項１の「幅」が、「導管の軸方向の幅」を意味し

ていることは明らかである。 

 

 したがって、上記（ア）の点で訂正後の請求項１の記載が明確でないと

することはできない。 

 
 

 

エ 請求項１の「前記超音波振動子の幅よりも大きな幅を有する環状の柔

軟性のある均一な整合部材」（訂正前）との記載について 

 

（ア）請求人の主張（請求書第１３頁第１１～１３行、同第１７頁第２６

行～第１８頁第４行） 

 

 請求項１の「前記超音波振動子の幅よりも大きな幅を有する環状の柔軟

性のある均一な整合部材」（訂正前）との記載について、整合部材の何が

均一であるかが不明確である。また、本件明細書段落【００２６】に「略

均一に作られている材質」との記載があるが、材質の何が均一なのか不明

であり、結局、整合部材の何が均一であるのかが明らかにされていない。 

 
 

 
（イ）当審の判断 

 

 特許を受けようとする発明は、訂正明細書に記載された、超音波振動子

と導管との接合部分を接着剤により接着した場合の問題点（段落 【００

０７】の「超音波振動子と導管との接合部分の状態、特に超音波振動子と

導管との接合部分を接着する接着剤の量及び偏心等接着状態にバラツキが

ある」、段落 【００２６】の、「接着箇所」において「振動子の幅より

も大きな幅を有する予測不可能なばらつきを持つ」等）を解決するため

に、超音波振動子と導管との接合を、接着剤による接着ではなく、整合部

材によって行うことで、「超音波振動子の内周面と前記導管の外周面との

間」の接合部分の状態のバラツキや、「超音波振動子の前記導管の軸方向

の幅よりも大きな同方向の幅」のバラツキを少なくし、「バラツキ少なく

均一に送受信可能となる」（段落 【００２６】）ようにした点に技術的

特徴を有するものである。 

 

 すると、特許を受けようとする発明の技術的特徴は、接着剤を用いる従

来の技術と対比した場合に、「整合部材」が均一に作られていることによ

り、「超音波振動子と導管との接合部分の状態」のバラツキを少なくした

点にあるのであるから、整合部材の「何が」均一であるかは、特許を受け

ようとする発明の技術的特徴にとって、本質的な事項ではない。 

 

 また、訂正明細書をみても、「整合部材」の選定にあたり、「略均一に

作られている材質」を具体的に特定したことが、発明を特定するために必

要な事項であるとは記載されていない。 



 

 したがって、上記（ア）の点で訂正後の請求項１の記載が明確でないと

することはできない。 

 
 

 

オ 請求項１の「微少流量が流れる導管」（訂正前）及び「前記導管内を

流れる物質」（訂正前）との記載について 

 

（ア）請求人の主張（請求書第１３頁第１３～１５行、同第１８頁第５～

１０行） 

 

 請求項１の「微少流量が流れる導管」（訂正前）及び「前記導管内を流

れる物質」（訂正前）との記載について、「微少流量」と「物質」との関

係が不明確である。つまり、「微少流量」と「物質」のどちらも導管内を

流れるものであるところ、「微少流量」と「物質」とが同じものを意味す

るのか、異なるものを意味するのか、が不明確である。また、本件明細書

においても「微少流量」と「物質」の関係が明らかにされていない。 

 
 よって、請求項１の記載は明確でない。 

 
 

 
（イ）当審の判断 

 

 平成２６年４月２５日付けの訂正請求によって、「微少流量が流れる導

管」は、「微少流量の物質が流れる導管」と訂正され（訂正事項１）、

「前記導管内を流れる物質」は、「前記導管内を流れる前記物質」と訂正

された（訂正事項４）。 

 

 よって、請求項１に記載された「微少流量」と「物質」とが同じものを

意味することは、明らかなものとなった。 

 

 したがって、上記（ア）の点で訂正後の請求項１の記載が明確でないと

することはできない。 

 
 

 

カ 請求項１の「音の伝搬速度が前記導管内を流れる物質の音の伝搬速度

と略等しい材質」（訂正前）との記載について 

 

（ア）請求人の主張（請求書第１３頁第１５～１６行、同第１８頁第１１

～１６行、弁駁書第５頁第４行～第７頁第２４行） 

 

（ｉ）請求項１の「該整合部材は、音の伝搬速度が前記導管内を流れる物

質の音の伝搬速度と略等しい材質からなる」（訂正前）との記載につい

て、「略等しい」の範囲が曖昧である。つまり、整合部材の音の伝搬速度

と、前記導管内を流れる物質の音の伝搬速度と、の差又は比がどのような

場合に「略等しい」と言えるのかが曖昧である。また、本件明細書におい

ても、「略等しい」の範囲が明らかにされていない。 

 

（ｉｉ）本件明細書には、「略均一な整合部材７を通して２倍の速度で一

気に超音波振動子に伝わることはなくなり」（段落【００２６】）との記

載があるが、「２倍の速度で一気に超音波振動子に伝わることがなくなる

材質」とは「導管を流れる液体の音速の２倍未満の音速を有する材質」と

解される。しかし、２倍の範囲にまで「略」の射程を拡張することは

「略」の通常の語義に反する。 

 
 仮に「略」の射程を２倍の範囲にまで拡張すると、導管を流れる物質が



水（音速１５００ｍ／ｓｅｃ、乙第３号証）の場合、「ポリエチレン」

（軟質）（音速１９５０ｍ／ｓｅｃ、乙第３号証）、ポリスチレン（音速

２３５０ｍ／ｓｅｃ、乙第３号証）、及びナイロン－６，６（音速２６２

０ｍ／ｓｅｃ、乙第３号証）等が「音の伝搬速度が前記導管内を流れる前

記物質の音の伝搬速度と略等しい材質」に該当することになるが、一方

で、「２倍の速度で一気に超音波振動子に伝わることがなくなる材質」を

「ポリエチレン」の音速と同程度の音速である材質の意味に解すると、ポ

リスチレン、及びナイロン－６，６等は「２倍の速度で一気に超音波振動

子に伝わることがなくなるような材質」に当たらなくなり、これらは本件

請求項１における「音の伝搬速度が前記導管内を流れる前記物質の音の伝

搬速度と略等しい材質」に該当しないことになる。結局どの程度の音速を

有する物質が「音の伝搬速度が前記導管内を流れる前記物質の音の伝搬速

度と略等しい材質」に該当することになるのか、不明確である。 

 

 また、仮に、ポリエチレン製の整合部材を用いることで一応の効果（位

相差のバラツキを押さえる効果）が得られるとしても、整合部材の材質と

して前述のポリスチレンまたはナイロン－６，６を用いた場合に一応の効

果（位相差のバラツキを押さえる効果）が得られるかは不明である。 

 

 その結果、ポリスチレン及びナイロン－６，６が本件請求項１における

「音の伝搬速度が前記導管内を流れる前記物質の音の伝搬速度と略等しい

材質」に該当するか否かが不明であり、本件発明１の外延が明確でない。 

 

（ｉｉｉ）段落【００１３】には「導管を流れる物質が水である場合に

は、グリースの密度は略１．００であることが望ましい」と記載され、こ

れは「略」の範囲が「０．９９５以上１．００５未満であること」、つま

り「略」の範囲が高々±０．５％の範囲に限定されることを意図したもの

と解されるが、これに対し水の音速（１５００ｍ／ｓｅｃ程度）とポリエ

チレンの音速（１９５０ｍ／ｓｅｃ）は３０％も異なっているのに拘わら

ず、同じ「略」の用語が用いられているから、この点からも請求項１の

「略等しい」は不明確である。 

 
 

 
（イ）当審の判断 

 

 平成２６年４月２５日付けの訂正請求により、「該整合部材は、音の伝

搬速度が前記導管内を流れる物質の音の伝搬速度と略等しい材質」は、

「該整合部材は、音の伝搬速度が前記導管内を流れる前記物質の音の伝搬

速度と略等しい材質」と訂正された（訂正事項４）。 

 

 事案に鑑み、請求人の主張（ｉｉ）、（ｉ）、（ｉｉｉ）の順に判断す

る。 

 
 

 
（ｉ）請求人の主張（ｉｉ）について 

 

 訂正明細書の段落【００２５】、【００２６】には、次のとおり記載さ

れている。 

 
「【００２５】 

 
 通常、前記導管２０は、３ｍｍ、４ｍｍ、６ｍｍ径のポリテトラフルオ



ロエチレン（ＰＴＦＥ）によって形成されるものであり、測定される流体

が水である場合、前記整合部材７は、ポリエチレン等、水を伝わる音の速

度とほぼ等しい音速を持つ柔軟性のあるビニール系材料からなることが望

ましい。さらに、超音波振動子２と前記整合部材７との間の面９及び整合

部材７と導管２０との間の面１０には、測定される流体（例えば水）を伝

わる音速と同等の音速を有するグリース（例えば密度が極力１．００に近

いグリース）が塗布されることが望ましい。 

 
 【００２６】 

 

 これによって、超音波振動子２と導管２０との接合部分の状態が、例え

ばエポキシ系接着剤では、密度（ρ）、物質中の音速（ｃ）を掛け合わせ

た音響インピーダンス（z=ρc）が、ＰＴＦＥとエポキシ系接着剤とでは

ほぼ同等となり、それぞれ物質中の音速（ｃ）が 1300m/sec 程度、

2500m/sec 程度となっていることから、液体中を伝わって来た振動は、液

体中からＰＴＦＥ及び振動子の幅よりも大きな幅を有する予測不可能なば

らつきを持つ接着箇所を通して、２倍の速度で一気に超音波振動子に伝わ

ることになるが、超音波振動子２の幅よりも大きな幅を有する略均一な整

合部材７では、密度（ρ）、物質中の音速（ｃ）等、水とほぼ同一に合わ

せることによって、略均一な整合部材７を通して２倍の速度で一気に超音

波振動子に伝わることはなくなり、また生来略均一に作られている材質を

選んでいるので、そのバラつきを気にする必要はなく、バラツキ少なく均

一に送受信可能となるものである。」 

 

 段落【００２５】の上記記載によれば、整合部材として、導管内を流れ

る物質（水）を伝わる音の速度とほぼ等しい音速を持つ柔軟性のある材料

（ポリエチレン等のビニール系材料）を選定すべきことが記載されてい

る。そして、段落【００２６】では、該記載を受けて（段落【００２６】

文頭の「これによって」参照。）、「超音波振動子２と導管２０との接合

部分の状態が、例えばエポキシ系接着剤」による接着である場合に、「液

体中を伝わって来た振動は、液体中からＰＴＦＥ及び振動子の幅よりも大

きな幅を有する予測不可能なばらつきを持つ接着箇所を通して、２倍の速

度で一気に超音波振動子に伝わ」ってしまうが、「超音波振動子２の幅よ

りも大きな幅を有する略均一な整合部材７では、密度（ρ）、物質中の音

速（ｃ）等、水とほぼ同一に合わせることによって、略均一な整合部材７

を通して２倍の速度で一気に超音波振動子に伝わることはなくな」ると記

載されている。 

 

 これらの記載を併せ読めば、段落【００２６】の「２倍の速度」が、エ

ポキシ系接着剤による接着箇所を伝わる振動の速度（2500m/sec 程度）の

言い換えであることは、当業者が容易に理解できることである。 

 

 したがって、段落【００２６】の「２倍の速度」とは、導管内を流れる

液体（水）の音の伝搬速度の２倍の速度を意味するものではない。 

 

 よって、請求人の主張（ｉｉ）は、「２倍の速度で一気に超音波振動子

に伝わることがなくなる材質」とは「導管を流れる液体の音速の２倍未満

の音速を有する材質」と解される、とする前提において誤っているから、



請求人の主張（ｉｉ）の点で訂正後の請求項１が明確でないとはいえな

い。 

 
 

 
（ｉｉ）請求人の主張（ｉ）について 

 

 次に、段落【００２６】の「２倍の速度」が、エポキシ系接着剤による

接着箇所を伝わる振動の速度（2500m/sec 程度）の言い換えであることを

踏まえれば、請求項１の特許を受けようとする発明の技術的根拠は、超音

波振動子と導管との接合部分がエポキシ系接着剤によって接着されている

場合には、液体（水）中を伝わって来た振動は、液体（水）中から、超音

波振動子の幅よりも大きな幅（予測不可能なばらつきを持っている）を有

する接着箇所を通して、液体（水）を伝わる音の速度よりも格段に大きな

速度で一気に超音波振動子に伝わってしまい（言い換えると、本来の伝搬

経路を振動が伝わって超音波振動子に到着するより前に、超音波振動子の

幅よりも大きな幅の接着箇所を通る伝搬経路（予測不可能なばらつきを持

っている）を振動がより速く伝わって超音波振動子に到着してしまい）、

導管内の流体を伝搬してきた振動を超音波振動子によってバラツキ少なく

均一に確実に検出することができなかったので、超音波振動子と導管との

接合部分に、超音波振動子よりも幅広で、柔軟性のある均一な（バラツキ

の少ない）整合部材を設け、その幅広の整合部材を、音の伝搬速度が導管

内を流れる物質の音の伝搬速度と略等しい材質とすることで、振動が一気

に超音波振動子に伝わらないようにし（言い換えると、本来の伝搬経路を

振動が伝わって超音波振動子に到着するタイミングと、バラツキの少ない

整合部材による伝搬経路を伝わって超音波振動子に到着するタイミングと

の差を、接着による場合に比して少なくして）、位相差のバラツキを防止

した点にあるといえる（より詳しい理論的説明は、「第７」「２」

「（２）」「ア 位相差のバラツキが軽減する理論上の根拠について」

「（イ）当審の判断」にて述べる。）。 

 

 したがって、特許を受けようとする発明の技術的意義は、位相差のバラ

ツキが、超音波振動子と導管との接合部分に設けられた、超音波振動子よ

り幅広の物質の音の伝搬速度と、導管内を流れる物質の音の伝搬速度との

差によっても生じているとのメカニズムを解明し、かかる解明に基づい

て、超音波振動子より幅広の物質の音の伝搬速度と、導管内を流れる物質

の音の伝搬速度との差を少なくすれば位相差のバラツキを小さくできると

の技術的知見を見出した点にあるから、訂正後の請求項１の「音の伝搬速

度が前記導管内を流れる前記物質の音の伝搬速度と略等しい材質」との記

載は、かかる技術的知見に基づく解決手段の表現として、十分なものであ

る。  

 

 よって、整合部材の音の伝搬速度と、前記導管内を流れる物質の音の伝

搬速度と、の差又は比が訂正後の請求項１に記載されていないからといっ

て、特許を受けようとする発明が明確でないとはいえない。 

 

 よって、請求人の主張（ｉ）の点で訂正後の請求項１が明確でないとは

いえない。 



 
 

 
（ｉｉｉ）請求人の主張（ｉｉｉ）について 

 

 訂正明細書段落【００１３】の記載はグリースに関する記載であって整

合部材に関する記載ではないから、整合部材に関する「略」の解釈に訂正

明細書段落【００１３】の記載を考慮しなければならない理由はない。 

 

 よって、請求人の主張（ｉｉｉ）の点で訂正後の請求項１が明確でない

とはいえない。 

 
 

 
（ｉｖ）まとめ 

 

 以上のとおり、請求人の主張（ア）の点で訂正後の請求項１が明確でな

いとはいえない。 

 
 

 

キ 請求項１の「該整合部材は、音の伝搬速度が前記導管内を流れる物質

の音の伝搬速度と略等しい材質からなる」（訂正前）との記載について 

 

（ア）請求人の主張（請求書第１３頁第１６～１８行、同第１８頁第１７

行～第１９頁第７行） 

 

 請求項１の「該整合部材は、音の伝搬速度が前記導管内を流れる物質の

音の伝搬速度と略等しい材質からなる」（訂正前）との記載について、

「整合部材」の構成が不明確である。つまり、請求項１には、どのような

物質が導管内を流れるのか何ら特定されておらず、「前記導管内を流れる

物質の音の伝搬速度」の意味が不明確である。その結果、「整合部材」の

構成が不明である。より詳細には、「整合部材」は「物質」に対応した特

定の部材でなければならないが、その「物質」が特定されていないのであ

るから、「整合部材」がいかなるものであるか不明である。 

 
 

 
（イ）当審の判断 

 

 平成２６年４月２５日付けの訂正請求により、「該整合部材は、音の伝

搬速度が前記導管内を流れる物質の音の伝搬速度と略等しい材質からな

る」は、「該整合部材は、音の伝搬速度が前記導管内を流れる前記物質の

音の伝搬速度と略等しい材質からなる」と訂正された（訂正事項４）。 

 

 特許を受けようとする発明は、「該整合部材は、音の伝搬速度が前記導

管内を流れる（前記）物質の音の伝搬速度と略等しい材質からなる」とし

た点に技術的意義を有しているのであって、「導管内を流れる物質」がど

のような物質であるかは、発明にとって本質的な事項ではない。 

 

 したがって、「導管内を流れる物質」が特定されていないからといっ

て、特許を受けようとする発明が不明確となるものではない。 

 

 また、訂正明細書をみても、「導管内を流れる物質」を特定の物質とす

ることが、発明を特定するために必要な事項であるとは記載されていな

い。 

 

 したがって、上記（ア）の点で訂正後の請求項１の記載が明確でないと

することはできない。 

 
 



 

ク 請求項１の「該整合部材は、音の伝搬速度が前記導管内を流れる物質

の音の伝搬速度と略等しい材質からなる」（訂正前）との記載について 

 

（ア）請求人の主張（請求書第１３頁第１８行、同第１９頁第８行～同第

２０頁第７行、弁駁書第７頁第２５行～第９頁第６行） 

 

 請求項１の「該整合部材は、音の伝搬速度が前記導管内を流れる物質の

音の伝搬速度と略等しい材質からなる」（訂正前）との記載について、

「音の伝搬速度」の意味が不明確である。より、詳細には、「音の伝搬速

度」が有する通常の意味は「音速」である（甲第１号証）が、本件明細書

の段落【００１１】には「この『音の伝搬速度が前記導管内を流れる物質

の音の伝搬速度と略等しい材質からなること』とは、整合部材が測定され

る流体の密度と略等しい密度を有することと同じ概念を有するものであ

る。」（訂正前）との記載があるが、音速が密度と同じ概念を有するもの

でないことが出願時の技術常識である（甲第２号証）から、請求項１の

「音の伝搬速度」が、通常有する意味すなわち「音速」の意味で用いられ

ているのか、「密度」の意味で用いられているのか、あるいはその他の意

味で用いられているのか、いずれと解すべきか不明である。 

 

 また、段落【００１１】を「測定される流体の密度と略等しい密度を有

する整合部材を選定することと同じ概念を有するものである。」と訂正し

たとしても、測定される流体の密度と等しい密度を有する整合部材を選定

しても整合部材の音速が導管内を流れる物質の音速と必ずしも等しくなる

とはいえないから、本件訂正後においても、請求項１の「該整合部材は、

音の伝搬速度が前記導管内を流れる前記物質の音の伝搬速度と略等しい材

質からなること」の意味は依然として不明確である。 

 
 

 
（イ）当審の判断 

 

 平成２６年４月２５日付けの訂正請求により、段落【００１１】の

「『音の伝搬速度が前記導管内を流れる物質の音の伝搬速度と略等しい材

質からなること』とは、整合部材が測定される流体の密度と略等しい密度

を有することと同じ概念を有するものである。」との記載は、「『音の伝

搬速度が前記導管内を流れる物質の音の伝搬速度と略等しい材質からなる

こと』とは、測定される流体の密度と略等しい密度を有する整合部材を選

定することと同じ概念を有するものである。」と訂正された（訂正事項１

１）。 

 

 訂正明細書の段落【００２５】には、「【００２５】 通常、前記導管

２０は、３ｍｍ、４ｍｍ、６ｍｍ径のポリテトラフルオロエチレン（ＰＴ

ＦＥ）によって形成されるものであり、測定される流体が水である場合、

前記整合部材７は、ポリエチレン等、水を伝わる音の速度とほぼ等しい音

速を持つ柔軟性のあるビニール系材料からなることが望ましい。」と記載

されている。ここで、「水」は導管内を流れる物質の一例であるから、上

記記載より、特許を受けようとする発明の技術的意義は、整合部材を、導

管内を流れる物質を伝わる音の速度とほぼ等しい音速を持つ柔軟性のある

材料からなるようにした点にあることが、当業者であれば容易に理解する



ことができる。 

 

 よって、特許を受けようとする発明を記載した訂正後の請求項１の「音

の伝搬速度」は、文字どおりの意味であって、これを「密度」と解釈する

余地はない。 

 

 したがって、上記（ア）の点で訂正後の請求項１の記載が明確でないと

することはできない。 

 
 

 

ケ 請求項２の「接触面は、その粘着性が最小限となるように加工され

る」との記載について 

 

（ア）請求人の主張（請求書第１３頁第２５行～第１４頁第４行、同第２

０頁第１７～２６行、弁駁書第９頁第７～２２行） 

 

 請求項２の「接触面は、その粘着性が最小限となるように加工される」

との記載について、「最小限」とは「これ以上ないという限界に達するま

で小さいこと。最小限度」（甲第１４号証）との意味を有しているとこ

ろ、「最小限となる」が具体的にどのような構成の接触面を意味するもの

か曖昧である。また、本件明細書においても「最小限となる」がどのよう

な構成の接触面を意味するものか明らかにされていない。 

 
 よって、請求項２の記載は明確でない。 

 
 

 
（イ）当審の判断 

 

 請求項２の特許を受けようとする発明は、訂正明細書の段落 【０００

８】に記載された「また、振動子の振動が減衰せず流量検出が不可能とな

らないよう、振動子を制振材料で挟持固定し、確実に残響を取り除くこと

が望ましいため、振動子と制振材料を接着剤にて固定していたが、この振

動子と制振材料との間の接着剤の接着状態のばらつきによっても超音波の

送受信に影響を与えることから、それらが位相差に表れ、微少流量の検出

に誤差が生じるという問題があった。」との問題を解決するため、「制振

部材３，４と超音波振動子２との間の表面８は、粘着性が生じないように

加工される」（段落【００２９】）ようにした点に技術的意義を有するも

のである。 

 

 そして、粘着性が生じないように「表面コーティング」（請求項３）や

「プラズマ表面処理」（請求項４）を施して加工しても、粘着性を完全に

生じないようにすることは不可能であるから、請求項２では、「その粘着

性が最小限となるように」との表現にとどめたものであることは、当業者

であれば容易に理解できることである。 

 

 したがって、「最小限となる」が具体的にどのような構成の接触面を意

味するかは、請求項２の特許を受けようとする発明にとって本質的な事項

ではない。 

 

 また、訂正明細書をみても、「最小限となる」接触面の具体的な構成

が、請求項２の特許を受けようとする発明を特定するために必要な事項で

あるとは記載されていない。 

 
 したがって、上記（ア）の点で請求項２の記載が明確でないとすること



はできない。 

 
 

 

コ 請求項５の「前記超音波振動子と前記制振部材の接触面に非粘着性物

質を挟む」（訂正前）との記載について 

 

（ア）請求人の主張（請求書第１４頁第５～１２行、同第２１頁第１～１

２行） 

 

 請求項５の「前記超音波振動子と前記制振部材の接触面に非粘着性物質

を挟む」（訂正前）との記載について、「非粘着性物質を挟む」が具体的

にどのような構成を意味するものかが不明確である。つまり、「接触面」

が存在する以上、「超音波振動子」と「制振部材」とが互いに接触してお

りその間に何かを挟む空間がないところ、「接触面に非粘着性物質を挟

む」が具体的にどのような構成を意味するものかが不明確である。また、

本件明細書においても、「接触面に非粘着性物質を挟む」の具体的な構成

は明らかにされていない。 

 
 よって、請求項５の記載は明確でない。 

 
 

 
（イ）当審の判断 

 

 平成２６年４月２５日付け訂正請求により、「前記超音波振動子と前記

制振部材の接触面に非粘着性物質を挟む」は、「前記超音波振動子と前記

制振部材との間に非粘着性物質を介在させる」と訂正され（訂正事項

５）、「接触面に非粘着性物質を挟む」ことの具体的構成は明確なものと

なった。 

 

 したがって、上記（ア）の点で訂正後の請求項５の記載が明確でないと

することはできない。 

 
 

 

サ 請求項６の「前記超音波振動子と前記制振部材の接触面の少なくとも

一方の面に非粘着性処理が施された介在部材を設ける」（訂正前）との記

載について 

 

（ア）請求人の主張（請求書第１４頁第１３～２０行、同第２１頁第１３

～２６行） 

 

 請求項６の「前記超音波振動子と前記制振部材の接触面の少なくとも一

方の面に非粘着性処理が施された介在部材を設ける」（訂正前）との記載

について、「接触面の少なくとも一方の面に・・・介在部材を設ける」が

具体的にどのような構成を意味するものかが不明確である。つまり、「接

触面」が存在する以上、「超音波振動子」と「制振部材」とが互いに接触

しておりその間に何かを挟む空間がないところ、「接触面の少なくとも一

方の面に・・・介在部材を設ける」が具体的にどのような構成を意味する

ものかが不明確である。また、本件明細書においても、「接触面の少なく

とも一方の面に・・・介在部材を設ける」の具体的な構成は明らかにされ

ていない。 

 
 よって、請求項６の記載は明確でない。 

 
 



 
（イ）当審の判断 

 

 平成２６年４月２５日付けの訂正請求により、「前記超音波振動子と前

記制振部材の接触面の少なくとも一方の面に非粘着性処理が施された介在

部材を設ける」は、「前記超音波振動子と前記制振部材の互いに対峙する

面の少なくとも一方の面に非粘着性処理が施された介在部材を設ける」と

訂正され（訂正事項６）、「超音波振動子」と「制振部材」との間に非粘

着性処理が施された介在部材が設けられていることが明確となった。 

 

 したがって、上記（ア）の点で訂正後の請求項６の記載が明確でないと

することはできない。 

 
 

 

シ 請求項７の「導管を流れる物質の密度と略等しい密度を有するグリー

ス」との記載について 

 

（ア）請求人の主張（請求書第１４頁第２１行～第１５頁第１行、同第２

２頁第１～９行、弁駁書第９頁第２３行～第１０頁第１１行） 

 

 請求項７の「導管を流れる物質の密度と略等しい密度を有するグリー

ス」との記載について、「略等しい」の範囲が曖昧である。つまり、グリ

ースの密度と、導管を流れる物質の密度との差又は比がどのような場合に

「略等しい」と言えるのかが曖昧である。また、訂正明細書においても、

「略等しい」の範囲が明らかにされていない。また、「導管を流れる物質

（水）の性質に近いグリースを選ぼうとすれば、密度が導管を流れる物質

（水）の密度とできるだけ同じにするのが技術常識である」ともいえな

い。 

 
 よって、請求項７の記載は明確でない。 

 
 

 
（イ）当審の判断 

 

 訂正明細書の【発明が解決しようとする課題】欄には、既に述べたとお

り、従来、超音波振動子と導管との接合部分を接着していたために生じた

問題点を解決することが課題であると記載されているのであるから、請求

項７の特許を受けようとする発明の技術的意義は、超音波振動子と整合部

材の間及び整合部材と導管の間も、接着剤ではなく、潤滑剤（甲第１２号

証）であるグリースを塗布することが望ましいことを見出した点にあるこ

とは、当業者にとって明らかである。 

 

 そして、訂正明細書の段落【００１３】には「さらにまた、前記超音波

振動子と前記整合部材の間及び前記整合部材と前記導管の間には、導管を

流れる物質の密度と略等しい密度を有するグリースが適用されることが望

ましい。例えば導管を流れる物質が水である場合には、グリースの密度は

略１．００であることが望ましい。」と記載されているから、請求項７の

「導管を流れる物質の密度と略等しい密度」との記載は、いろいろな密度

を有するグリース製品の中から、特に、導管を流れる物質に近い密度のグ

リースを選定すべきことを意味しているだけであって、該記載によって、

請求項７の特許を受けようとする発明の技術的意義が不明確となるわけで

はない。 



 

 よって、上記（ア）の点で請求項７の記載が明確でないとすることはで

きない。 

 
  

 
３ 無効理由１（第３６条第６項第２号）のまとめ 

 

 以上のとおり、本件特許の訂正後の請求項１乃至９の記載は、特許法第

３６条第６項第２号に規定する要件を満たしている。 

 
 よって、無効理由１は理由がない。 

 
 

 
第７ 無効理由２（第３６条第４項第１号）について  

 
１ 無効理由２の要点 

 

 無効理由２について請求人の主張する理由の要点は、本件明細書の発明

の詳細な説明の記載は、以下の（１）の点で実施可能要件に違反し、以下

の（２）の点で委任省令に違反するから、特許法第３６条第４項第１号に

規定する要件を満たしていないというものである。 

 

（１）発明の詳細な説明には、本件請求項１に記載された「音の伝搬速度

が前記導管内を流れる物質の音の伝搬速度と略等しい材質からなる」（訂

正前）整合部材について当業者が実施をすることができる程度に明確かつ

十分に記載されていない。 

 

（２）発明の詳細な説明には、当業者が本件課題と本件請求項１に記載さ

れた事項との関係を実質的に理解できるように理論上又は実験上の根拠が

記載されているとはいえず、当業者が本件発明１乃至９の技術上の意義を

理解するために必要な事項が記載されていない。 

 
 

 
２ 無効理由２についての当審の判断 

 
（１）整合部材の製造方法、入手方法について（実施可能要件違反） 

 

ア 請求人の主張（請求書第２２頁第１７～２４行、同第２３頁第８行～

第２４頁第６行、弁駁書第１０頁第２６行～第１１頁第２６行） 

 

 本件請求項１記載の発明特定事項のうち「音の伝搬速度が導管内を流れ

る物質の音の伝搬速度と略等しい材質からなる」（訂正前）整合部材につ

いて、その製造方法、入手方法等が発明の詳細な説明に記載されておら

ず、具体的にいかなる整合部材を用いることができるのかが明らかにされ

ていない。 

 

 整合部材の例として本件明細書の段落【００２５】に、「測定される流

体が水である場合、前記整合部材７は、ポリエチレン等、水を伝わる音の

速度とほぼ等しい音速を持つ柔軟性のあるビニール系材料からなることが

望ましい」と記載されているところ、水の音速は１５００ｍ／ｓｅｃ程度

（甲第３号証）であるのに対し、ポリエチレンの音速は２０００ｍ／ｓｅ

ｃ程度（ＬＤＰＥ）～２５００ｍ／ｓｅｃ程度（ＨＤＰＥ）（甲第３号

証）であり、これらは「略等しい」とはいえない。 

 

 また、略等しいか否かの判断は水とポリエチレンの間でなされるべきで

あって、本件明細書に記載されていない硬質の固体の音速との差違は、比

較にあたり考慮すべきではないから、ポリエチレンの音速（１９５０ｍ／



ｓｅｃ）は水の音速（１５００ｍ／ｓｅｃ）に対して略等しいとは認めら

れない。 

 

 よって、発明の詳細な説明には、本件発明１乃至９を当業者が実施する

ことができる程度に明確かつ十分に記載されているとはいえない。 

 
 

 
イ 当審の判断 

 

 訂正後の請求項１に記載された「該整合部材は、音の伝搬速度が前記導

管内を流れる前記物質の音の伝搬速度と略等しい材質からなる」との要件

の技術的意義については、既に「第６」「２」「カ」「（イ）」「（ｉ

ｉ）請求人の主張（ｉ）について」にて詳述したから、ここでは繰り返さ

ない。 

 

 次に、訂正明細書の段落【００２５】の記載を検討すると、「水」の音

速は 1500m/sec 程度（甲第３号証、乙第３号証)であるのに対し、エポキ

シ系接着剤中の音速は 2500m/sec 程度（訂正明細書段落【００２６】）で

ある。これに対し、低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）やポリエチレン（軟

質）には、2000m/sec 程度の音速のものがあり（甲第３号証、乙第３号

証）、その音速は、エポキシ系接着剤中の音速よりも水の音速に十分近

く、「水を伝わる音の速度とほぼ等しい音速」（訂正明細書段落【００２

５】）であるといえる。 

 

 そして、訂正明細書の段落【００２５】には、「ポリエチレン等、水を

伝わる音の速度とほぼ等しい音速を持つ柔軟性のあるビニール系材料」で

整合部材を作成することが記載されているから、発明の詳細な説明には、

本件発明１乃至９を当業者が実施することができる程度に明確かつ十分に

記載されている。 

 

 よって、上記（ア）の点で、訂正明細書の発明の詳細な説明の記載が、

特許法第３６条第４項第１号に規定する要件を満たしていないということ

はできない。 

 
 

 
（２）本件発明１乃至９の理論上及び実験上の根拠（委任省令違反） 

 

 請求人は、本件明細書には、当業者が段落【００１０】に記載された本

件課題（ゼロ・ドリフトを軽減し、求める精度を測定することができる超

音波センサを提供すること）と、本件請求項１に記載された事項との関係

を実質的に理解できるように理論上及び実験上の根拠が記載されていると

はいえないから、本件明細書の発明の詳細な説明は、本件発明１乃至９の

技術上の意義を理解するために必要な事項を記載したものではない（請求

書第２２頁第２５行～第２３頁第４行、同第２４頁第７行～２１行）と主

張しているので、以下、理論上の根拠（ア、イ）及び実験上の根拠（ウ、

エ）に分けて検討する。 

 
 

 
（理論上の根拠について） 

 
ア 位相差のバラツキが軽減する理論上の根拠について 

 
（ア）請求人の主張（請求書第２４頁第２２行～第２６頁第２０行、弁駁



書第１１頁第２７行～第１４頁第５行） 

 

 本件明細書の段落【００３２】及び段落【００２６】の記載より、本件

発明１乃至９は、「該整合部材は、音の伝搬速度が前記導管内を流れる物

質の音の伝搬速度と略等しい材質からなる」（訂正前）構成を採用するこ

とで、物質（水）を伝わって来た振動が２倍の速度で一気に超音波振動子

に伝わらないようにし、それによって、位相差のバラツキを軽減し、その

結果、ゼロ・ドリフトを軽減するものであると考えられる。 

 

 しかしながら、本件明細書の段落【００２６】では、液体中を伝わって

来た振動が２倍の速度で一気に超音波振動子に伝わることがなくなること

で位相差のバラツキが軽減する理論上の根拠を説明しているとはいえな

い。換言すれば、「該整合部材は、音の伝搬速度が前記導管内を流れる物

質の音の伝搬速度と略等しい材質からなる」構成と、「該整合部材は、音

の伝搬速度が前記導管内を流れる物質の音の伝搬速度の２倍である材質か

らなる」構成と、の間で、どのように作用が異なる結果、前者では位相差

バラツキが少なくなり、後者では位相差バラツキが大きくなるという差違

が生じるのか、何ら説明がなされておらず、また、物質を伝わって来た振

動が超音波振動子に伝わる速度と、位相差バラツキと、の関係は、出願時

の技術常識から明らかであるということはできない。 

 

 また、本件明細書段落【００１８】（訂正前）には「整合部材」が均一

であることが記載されていないので、位相差のバラツキ低減が、「均一な

整合部材」の効果であるとも認められない。 

 

 さらに、乙第４号証段落【０００８】には、管体や、音響結合材（本件

発明１における整合部材に相当する）の伝搬特性などのフィールドを含

め、温度、圧力等多くの不確定要素を含んでいるため、信号伝達経路に複

雑に介在して、その送信時と受信時との可逆性がいつも等しいとは限らな

い、ことを述べているだけであり、音響結合材をなす物質の音速がどのよ

うに作用するかまでは述べていない。 

 

 よって、本件明細書の段落【００２６】及び【００３２】には、当業者

が本件課題と上記構成との関係を実質的に理解できるように理論上の根拠

が記載されているとはいえない。 

 
 

 
（イ）当審の判断 

 

 訂正明細書段落【００２６】の記載については、前記「第６」「２」

「カ」「（イ）」「（ｉｉ）請求人の主張（ｉ）について」において、該

段落に記載された、特許を受けようとする発明の技術的意義について説明

したが、ここでは、平成２６年１２月１日付け口頭審理陳述要領書（被請

求人）第８頁の参考図１（密度、音響インピーダンスＺ１～Ｚ３の数値及び

ポリエチレンの音速については削除した。ただし、訂正明細書段落【００

２６】に、ＰＴＦＥとエポキシ系接着剤それぞれ物質中の音速（ｃ）が

1300m/sec 程度、2500m/sec 程度と記載され、また水の音速が 1500m/sec

程度であることは当事者間に争いがなく、また、技術常識（甲第３号証、

乙第３号証）でもあるので、これらの音速の数値はそのままとした。）を



用いて、理論的側面から検討する。 

 

 なお、段落【００２６】の「２倍の速度」が、エポキシ系接着剤による

接着箇所を伝わる振動の速度（2500m/sec 程度）の言い換えであること

は、前記「第６」「２」「カ」「（イ）」「（ｉ）請求人の主張（ｉｉ）

について」にて説明したとおりであるので、ここでは繰り返さない。 

 
（ａ）振動の伝搬経路について 

 
（ｉ）本来の伝搬経路ｂ－１／ａ－１ 

 

 訂正明細書段落【００２１】の「上流側超音波センサ１Ａに高周波を印

加して振動させ、流れに対して垂直に伝搬した振動は、導管２０の中心部

で方向を変え、流れる流体を伝搬し、下流側超音波センサ１Ｂにおいて振

動子を振動させ、コントロールユニット３０によって電気的に検出され

る。さらに下流側超音波センサ１Ｂに高周波を印加して振動させ、流れに

対して垂直に伝搬した振動は、導管２０の中心部で方向を変え、流れる流

体を伝搬し、上流側超音波センサ１Ａにおいて振動子を振動させ、コント

ロールユニット３０によって電気的に検出される。」との記載によれば、

流体を伝搬してきた振動が受信側の超音波振動子に伝わる本来の経路は、

振動が導管内の流体を導管の軸方向に伝搬し、超音波振動子の直下から、

参考図１（ａ）のｂ－１または参考図１（ｂ）のａ－１で示されるとおり

に超音波振動子に伝わる伝搬経路（以下、「本来の伝搬経路ｂ－１／ａ－

１」という。）である。 

 
 

 

（ｉｉ）振動子の幅よりも大きな幅を有する予測不可能なばらつきを持つ

接着箇所を通して超音波振動子に伝わる伝搬経路ｂ－２ 

 

 次に、訂正明細書段落【００２６】の「超音波振動子２と導管２０との

接合部分の状態が、例えばエポキシ系接着剤では、密度（ρ）、物質中の

音速（ｃ）を掛け合わせた音響インピーダンス（z=ρc）が、ＰＴＦＥと

エポキシ系接着剤とではほぼ同等となり、それぞれ物質中の音速（ｃ）が

1300m/sec 程度、2500m/sec 程度となっていることから、液体中を伝わっ

て来た振動は、液体中からＰＴＦＥ及び振動子の幅よりも大きな幅を有す

る予測不可能なばらつきを持つ接着箇所を通して、２倍の速度で一気に超

音波振動子に伝わることになる」との記載において、「振動子の幅よりも

大きな幅を有する予測不可能なばらつきを持つ接着箇所」を通して「超音

波振動子に伝わる」伝搬経路は、参考図１（ａ）のｂ－２で示される振動

の伝搬経路（以下、「伝搬経路ｂ－２」という。）である。 

 
 

 

（ｉｉｉ）超音波振動子の幅よりも大きな幅を有する略均一な整合部材７

を通る伝搬経路ａ－２ 

 

 超音波振動子の内周面と導管の外周面の間に、超音波振動子の前記導管

の軸方向の幅よりも大きな同方向の幅を有する環状の柔軟性のある均一な

整合部材を設けた場合にも、振動は、液体中からＰＴＦＥ及び超音波振動

子の前記導管の軸方向の幅よりも大きな同方向の幅を有する環状の柔軟性

のある均一な整合部材を通って、超音波振動子に伝わるが、その伝搬経路



は、参考図１（ｂ）のａ－２で示される振動の伝搬経路（以下、「伝搬経

路ａ－２」という。）である。 

 
 

 
（ｂ）振動の伝搬経路の対比 

 

 本来の伝搬経路である伝搬経路ｂ－１／ａ－１を振動が伝わる速度は、

流体が水であれば、水の音速（1500m/sec 程度（甲第３号証、乙第３号

証)）である。 

 

 これに対し、エポキシ系接着剤による接着箇所を通る伝搬経路ｂ－２で

は、振動が、エポキシ系接着剤により形成された「振動子の幅よりも大き

な幅を有する（予測不可能なばらつきを持つ）接着箇所」を伝搬している

のであるから、伝搬経路ｂ－２を振動が伝わる速さは、エポキシ系接着剤

の音速である「2500m/sec 程度」（訂正明細書段落【００２６】）であ

る。 

 

 したがって、訂正明細書段落【００２６】の「液体中を伝わって来た振

動は、液体中からＰＴＦＥ及び振動子の幅よりも大きな幅を有する予測不

可能なばらつきを持つ接着箇所を通して、２倍の速度で一気に超音波振動

子に伝わることになる」とは、振動が、本来の伝搬経路である伝搬経路ｂ

－１／ａ－１を、水の音速（1500m/sec 程度）で伝わって超音波振動子に

到達するよりも前に、振動が、伝搬経路ｂ－２により、「２倍の速度」、

つまり、エポキシ系接着剤の音速である 2500m/sec 程度で「一気に超音波

振動子に伝わ」（訂正明細書段落【００２６】）ってしまうことを意味し

ていると解釈できる。 

 

 これに対し、超音波振動子の幅よりも大きな幅を有する略均一な整合部

材７を通る伝搬経路ａ－２では、伝搬経路ａ－２を伝わる振動の伝搬速度

は、流体が水であれは、「整合部材７は、ポリエチレン等、水を伝わる音

の速度とほぼ等しい音速を持つ柔軟性のあるビニール系材料からなる」

（訂正明細書段落【００２５】）のであるから、水の音速（1500m/sec 程

度）とほぼ等しい伝搬速度である。すると、訂正明細書段落【００２６】

の「超音波振動子２の幅よりも大きな幅を有する略均一な整合部材７で

は、密度（ρ）、物質中の音速（ｃ）等、水とほぼ同一に合わせることに

よって、略均一な整合部材７を通して２倍の速度で一気に超音波振動子に

伝わることはなくなり」との記載は、振動が、伝搬経路ａ－２を通して、

（一気に伝わるのではなく）水とほぼ同一の伝搬速度で超音波振動子に伝

わるため、伝搬経路ａ－２を通して伝わる振動は、本来の伝搬経路である

伝搬経路ｂ－１／ａ－１を伝わる振動とほぼ等しいタイミングで超音波振

動子に到達するようにできることを意味していることは、当業者が容易に

理解しうることである。 

 
 

 

（ｃ）訂正後の請求項１に記載された「整合部材」の構成と、位相差のバ

ラツキが少なくなることとの関係について 

 

 エポキシ系接着剤を用いた従来技術の場合には、本来の伝搬経路である

ｂ－１／ａ－１に対し、伝搬経路ｂ－２を通って「一気に超音波振動子に



伝わ」（訂正明細書段落【００２６】）った振動は、本来の伝搬経路であ

るｂ－１／ａ－１を伝わって来た振動の検出波形に影響を与え、位相差に

バラツキを生じさせる原因となる。また、そればかりでなく、「一気に超

音波振動子に伝わ」（訂正明細書段落【００２６】）る時間さえも、伝搬

経路ｂ－２を構成する接着箇所自体が「予測不可能なばらつきを持つ」

（訂正明細書段落【００２６】）ため、予測不可能なばらつきを持ち、し

たがって、伝搬経路ｂ－２を通ってきた振動が本来の検出波形に影響を与

える度合いさえ「予測不可能なばらつきを持つ」ことになる。 

 

 これに対し、訂正後の請求項１に係る発明では、「超音波振動子の前記

導管の軸方向の幅よりも大きな同方向の幅を有する環状の柔軟性のある均

一な整合部材を設ける」と共に、該整合部材として「音の伝搬速度が前記

導管内を流れる前記物質の音の伝搬速度と略等しい材質からなる」構成を

採用することによって、上記「（ｂ）」で説明したとおり、振動が、伝搬

経路ａ－２を通して、導管内の流体（水）とほぼ同一の伝搬速度で超音波

振動子に伝わるため、伝搬経路ａ－２を通して伝わる振動は、本来の伝搬

経路である伝搬経路ｂ－１／ａ－１を伝わる振動とほぼ等しいタイミング

で超音波振動子に到達するようにでき、その結果、エポキシ系接着剤を用

いた従来技術と比較した場合、位相差のバラツキを軽減し、その結果、ゼ

ロ・ドリフトを軽減できるものである。 

 

 また、訂正後の請求項１に係る発明では、整合部材として「柔軟性のあ

る均一な整合部材」を用いているため、「また生来略均一に作られている

材質を選んでいるので、そのバラつきを気にする必要はなく、バラツキ少

なく均一に送受信可能となる」（訂正明細書段落【００２６】）ものであ

る。 

 

 以上のとおり、訂正明細書には、エポキシ系接着剤を用いた従来技術

と、訂正後の請求項１に係る発明の整合部材を用いた場合との間で、どの

ように作用が異なる結果、訂正後の請求項１に係る発明の整合部材を用い

た場合に、エポキシ系接着剤を用いた従来技術に比べ、位相差のバラツキ

が少なくなるのか、当業者であれば十分理解しうる程度に説明がなされて

いるといえる。 

 
 

 
（ｄ）請求人の他の主張について 

 

 請求人は、本件明細書段落【００１８】（訂正前）には「整合部材」が

均一であることが記載されていないので、位相差のバラツキ低減が、「均

一な整合部材」の効果であるとも認められない旨主張するが、平成２６年

４月２５日付けの訂正請求により、明細書の段落【００１８】は、「超音

波振動子と導管の間に導管に流れる物質と同様の音波伝搬速度を有する材

料からなると共にリング状の柔軟性のある均一な整合部材を介在させたこ

とによって」と訂正された（訂正事項１２）から、請求人の主張は前提を

欠いたものとなっている。 

 
 

 
（ｅ）まとめ 



 

 以上のとおり、乙第４号証の記載を検討するまでもなく、上記（ア）の

点で、訂正明細書の発明の詳細な説明の記載が、特許法第３６条第４項第

１号に規定する要件を満たしていないということはできない。 

 
 

 

イ 明細書段落【００２６】の第１行乃至第６行と第７行乃至第９行の記

載の齟齬について 

 

（ア）請求人の主張（請求書第２６頁第２１行～第２８頁第２４行、弁駁

書第１４頁第６行～第１５頁第８行） 

 

 本件明細書の段落【００２６】第１行乃至第６行によると、本件課題

は、「導管と超音波振動子との間に設けられた物質」の音速と、「導管を

なす材質」の音速と、の関係であるといえるのに対し、本件請求項１や段

落【００２６】の第７行乃至第９行では、「整合部材」の密度、音速等

と、「導管内を流れる物質（水）」の密度、音速等との関係を問題として

いる。このように、段落【００２６】の第１行乃至第６行と、本件請求項

１や段落【００２６】の第７行乃至第９行とで比較の対象が異なる技術上

の理由が不明である。 

 

 そして、「整合部材」の密度、音速等を、「導管内を流れる物質

（水）」の密度、音速等とほぼ同一に合わせることで、「導管と超音波振

動子との間に設けられた物質」の音速と、「導管をなす材質」の音速と、

の関係の問題が解決するという理論上の根拠は発明の詳細な説明で明らか

にされていない。 

 

 さらに、本件発明１においては、導管をなす材質の物性（音速等）につ

いて何ら規定されていない以上、「導管をなす材質の物性（音速等）の如

何に拘わらず」位相差バラツキを軽減し、ゼロ・ドリフトを軽減するとい

う作用効果が得られなければならないはずであるが、本件明細書には、こ

の点について何らの説明もない。 

 

 よって、本件明細書の発明の詳細な説明の記載は、特許法第３６条第４

項第１号に規定する要件を満たしていない。 

 
 

 
（イ）当審の判断 

 

 訂正明細書段落【００２６】の「２倍の速度」が、エポキシ系接着剤に

よる接着箇所を伝わる振動の速度（2500m/sec 程度）の言い換えであるこ

とは、前記「第６」「２」「カ」「（イ）」「（ｉ）請求人の主張（ｉ

ｉ）について」にて説明したとおりであるから、ここでは繰り返さない。 

 

 そして、上記「ア 位相差のバラツキが軽減する理論上の根拠につい

て」「（イ）当審の判断」において説明したとおり、訂正明細書段落【０

０２６】において比較の対象とされるべき音速が、本来の伝搬経路である

伝搬経路ｂ－１／ａ－１を音が伝わる速度、すなわち水の音速

（1500m/sec 程度（甲第３号証、乙第３号証））と、伝搬経路ｂ－２を形

成する「エポキシ系接着剤」の音速との差、及び、本来の伝搬経路である

伝搬経路ｂ－１／ａ－１を音が伝わる速度、すなわち水の音速

（1500m/sec 程度（甲第３号証、乙第３号証））と、伝搬経路ａ－２を形



成する「整合部材」の音速との差であることは、当業者であれば、容易に

理解しうることである。 

 

 よって、請求人の主張は、前提となる訂正明細書段落【００２６】の解

釈が誤っているから、採用できない。 

 

 また、訂正後の請求項１に導管をなす材質の物性（音速等）について記

載されていないからといって、「導管をなす材質の物性（音速等）の如何

に拘わらず」位相差バラツキを軽減し、ゼロ・ドリフトを軽減するという

作用効果が得られなければ、当業者が訂正後の請求項１に係る発明を実施

することができないということにはならない。 

 

 よって、上記（ア）の点で、訂正明細書の発明の詳細な説明の記載が、

特許法第３６条第４項第１号に規定する要件を満たしていないということ

はできない。 

 
 

 
 上申書（請求人）について 

 

 請求人は、平成２６年１２月１５日に行われた口頭審理において説明に

用いた資料を、甲第２３号証として提出している。甲第２３号証では、ス

ネルの法則に基づいて、超音波の臨界角と伝搬経路長の差について説明し

ているが、甲第２３号証に記載された音の伝搬の説明は、音波を理想的な

平面波として扱える程度に大きな物質中における音波の伝搬を前提とした

場合の説明であって、訂正後の請求項１に係る発明が対象とする微少流量

計のような、複雑で微小な部品から構成される装置内の振動の伝搬に、直

ちに適用できるものではない。 

 

 よって、上申書（請求人）として提出された甲第２３号証をみても、理

論上の根拠についての上記判断は変わらない。 

 
 

 
（実験上の根拠について） 

 
ウ 図６に示される波形と、図９に示される波形との比較について 

 

（ア）請求人の主張（請求書第２８頁第２５行～第３０頁第２６行、弁駁

書第１５頁第９行～第１７頁第１行） 

 

 比較例に係る超音波センサの実験結果である図６は、常温時、冷却時に

おける波形例であり、本件発明１に係る超音波センサを用いた実験である

図９は、常温時、４５℃、６５℃、８５℃における波形例である。そし

て、本件発明の効果を確認するためには、従来例で問題となった温度で得

た波形と、当該温度と同じ又は近い温度で得た本件発明の波形と、を比較

しなければならないが、両者の温度は明らかに異なっている。よって、図

６に示される波形と、図９に示される波形と、を比較することに何ら技術

的意味はない。 

 

 また、図９に示される波形の方が、位相がずれている周期の数、比率と

もに図６に示される波形よりも多い。そして、図９に示される波形の１～

４周期目及び１２～１８周期目の位相のずれ量は、図６に示される波形の

１５～１６周期目の位相のずれ量とほとんど変わらない。 

 
 よって、発明の詳細な説明には、位相差のバラツキを少なくし、ゼロ・



ドリフトを軽減するという課題が請求項１に記載された発明特定事項で解

決できることを示す実験上の根拠が示されていない。 

 
 

 
（イ）当審の判断 

 

 請求人が主張の根拠とする図６、図９は、上流側の波形と下流側の波形

を比較したものではなく、「温度差」が「上流側の波形」に及ぼす影響に

ついてのみ、比較例に係る超音波センサと、訂正後の請求項１に係る超音

波センサとのそれぞれについて示したものであるから、図６と図９とで、

常温以外の「温度」が相違していたり、「温度」が「上流側の波形」の位

相のずれに与える影響に格別の差違が認められないからといって、上流側

の波形と下流側の波形との間の「位相差バラツキが少ないため、ゼロ・ド

リフトが軽減される」（訂正明細書段落【００１８】）という訂正後の請

求項１に係る発明の効果が否定されることにはならない。 

 

 そして、上流側の波形と下流側の波形との間の「位相差バラツキが少な

いため、ゼロ・ドリフトが軽減される」（訂正明細書段落【００１８】）

という訂正後の請求項１に係る発明の効果は、図３（ａ）、図３（ｂ）、

図７、図８等で十分に示されているといえる。 

 

 したがって、上記（ア）の点で、訂正明細書の発明の詳細な説明の記載

が、特許法第３６条第４項第１号に規定する要件を満たしていないという

ことはできない。 

 
 

 
エ 秋山徹の実験結果報告書について 

 

（ア）原告の主張（請求書第３０頁第２７行～第３１頁第２４行、弁駁書

第１７頁第２行～第１８頁第１行） 

 

 甲第４号証の、１０℃、２０℃，３０℃，４０℃，５０℃及び６０℃に

おける位相差の経時的変化を示すグラフから明らかなとおり、位相差バラ

ツキは温度によって大きく変動し、さらに時間によっても大きく変動す

る。本件明細書段落【００３４】乃至【００３８】及び本件図３乃至図９

に示される実験結果は、１回の実験において得られた位相差のみを示して

いるに過ぎず、統計的に処理したものではない。また、どの時間の波形を

示したのかも明らかにされていない。 

 

 実験により得られる値が温度、圧力等多くの不確定要素を含む場合、そ

の効果を確認するためには統計的に処理して標準偏差といった値を用いる

ことが必要とされるから、１回の実験結果だけでは、実験上の根拠として

不十分である。 

 

 よって、本件図６，９をもって、本件発明１に係る超音波センサの位相

差バラツキを評価しているとはいえず、位相差バラツキに関して温度の影

響を受けにくくゼロ・ドリフトを軽減するという効果を示す実験上の根拠

とすることはできない。 

 
 

 
（イ）当審の判断 

 
 既に「ア 位相差のバラツキが軽減する理論上の根拠について」



「（イ）当審の判断）」にて述べたとおり、訂正明細書には、訂正後の請

求項１に係る発明の理論的根拠が示されているのであるから、訂正明細書

の発明の詳細な説明に、訂正後の請求項１に係る発明を当業者が実施しう

る程度の記載がなされているというためには、実験は、従来技術に対する

訂正後の請求項１に係る発明の効果が一応確認できる程度のもので足り、

必ずしも発明の効果が、統計処理のなされた具体的数値で表され、また経

時的変化の程度が確認されなければ、訂正後の請求項１に係る発明を当業

者が実施できないというものではない。 

 

 よって、上記（ア）の点で、訂正明細書の発明の詳細な説明の記載が、

特許法第３６条第４項第１号に規定する要件を満たしていないということ

はできない。 

 
 

 
３ 無効理由２（第３６条第４項第１号）についてのまとめ 

 

 以上のとおり、訂正明細書の発明の詳細な説明には、訂正後の請求項１

に記載された「音の伝搬速度が前記導管内を流れる前記物質の音の伝搬速

度と略等しい材質からなる」整合部材について当業者が実施をすることが

できる程度に明確かつ十分に記載されている。 

 

 また、訂正明細書の発明の詳細な説明には、当業者が本件課題と訂正後

の請求項１に記載された事項との関係を実質的に理解できるように理論上

又は実験上の根拠が記載されており、当業者が訂正後の請求項１ないし９

に係る発明の技術上の意義を理解するために必要な事項が記載されてい

る。 

 

 よって、訂正明細書の発明の詳細な説明の記載は、特許法第３６条第４

項第１号に規定する要件を満たしている。 

 
 従って、無効理由２は理由がない。 

 
 

 
第８ 無効理由３（第２９条第２項）について 

 

 以下、特に断らない限り、特許請求の範囲、明細書は訂正後のものをい

う。 

 
１ 請求人の主張 

 
（１）本件発明１について 

 

 甲第５号証に開示される発明は、公然知られた発明であって、本件発明

１は、甲第５号証に開示される発明に基づき、設計事項を考慮すること

で、当業者が容易になし得たものである。 

 
 

 
（２）本件発明２について 

 

 甲第８号証に開示される発明は、公然知られた発明であって、本件発明

２は、甲第５号証及び甲第８号証に開示される発明に基づき、設計事項を

考慮することで、当業者が容易になし得たものである。 

 
 

 
（３）本件発明３について 

 
 本件発明３は、甲第５号証に開示される発明に基づき、設計事項及び周



知技術（甲第９号証の１～甲第９号証の３）を考慮することで、当業者が

容易になし得たものである。 

 
 

 
（４）本件発明４について 

 

 本件発明４は、甲第５号証に開示される発明に基づき、設計事項及び周

知技術（甲第１０号証の１～甲第１０号証の３）を考慮することで、当業

者が容易になし得たものである。 

 
 

 
（５）本件発明５、６について 

 

 本件発明５、６は、甲第５号証に開示される発明に基づき、設計事項及

び周知技術（甲第１１号証の１～甲第１１号証の３）を考慮することで、

当業者が容易になし得たものである。 

 
 

 
（６）本件発明７について 

 

 本件発明７は、甲第５号証に開示される発明に基づき、一般的に知られ

ている技術（甲第１２号証）及び周知技術を考慮することで、当業者が容

易になし得たものである。 

 
 

 
（７）本件発明８について 

 

 本件発明８は、甲第５号証に開示される発明に基づき、設計事項を考慮

することで、当業者が容易になし得たものである。 

 
 

 
（８）本件発明９について 

 

 本件発明９は、甲第５号証、甲第１３号証の１及び甲第１３号証の２に

開示される発明に基づき、設計事項及び周知技術（甲第１３号証の３～甲

第１３号証の５）を考慮することで、当業者が容易になし得たものであ

る。 

 
 

 

 したがって、本件発明１乃至９の特許は、特許法第２９条第１項第１号

に規定する特許出願前に日本国内において公然知られた発明、及びその出

願前に日本国内において頒布された刊行物に記載された発明若しくは周知

技術に基づいて当業者が容易に発明をすることができたものであるから

（特許法第２９条第２項）、同法第１２３条第１項第２号に該当し、無効

とすべきものである。 

 
 

 
２ 被請求人の主張 

 

 甲第５号証に記載された先行技術発明は、特許法第２９条第１項第１号

における「公然知られた発明」に該当しない。 

 

 したがって、本件発明１乃至９は、特許法第２９条第１項第１号に規定

する公然知られた発明、及び出願前に頒布された刊行物に記載された発明

若しくは周知技術に基づいて当業者が容易に発明をすることができたもの

ではない。 

 
 また、仮に、甲第５号証に記載された先行技術発明が公然知られた発明



に該当するとしても、本件発明１は、先行技術発明から当業者が容易にな

し得たものではない。 

 

 さらに、本件発明１が先行技術発明から容易なし得たものでない以上、

本件発明２乃至９も、先行技術発明及び甲第８～１３号証に記載された技

術から当業者が容易に発明をなし得たものではない。 

 
 

 
３ 甲第５、８～１３号証に記載された事項 

 
（甲第５号証） 

 
 甲第５号証の電子メールには、次のとおり記載されている。 

 
「差出人："岩佐 正道"<masamichi.iwasa@tecsrg.co.jp> 

 
送信日時：2010 年 3 月 10 日水曜日 16:20 

 

宛先：金 英毅；石橋暢幸；竹村 和夫；星川 賢；”高橋 邦廣”；

"”芦沢 徳万（E-mail）”"；”秋山 徹”；斉藤 哲明；宗片様（タキ

オニッシュ） 

 
件名：直近のセンサ構造 

 
添付ファイル：センサ構造概要.ppt 

 
 

 
各位 

 
 直近のセンサ構造と、実験データを載せます。 

 
 

 
よろしくお願い申し上げます。 

 
****************************************** 

 
タキオニッシュホールディングス株式会社 

 
事業開発部 瑞穂開発センター 

 
岩佐 正道 

 
（省略） 

 
******************************************」 

 
 

 

 次に、甲第５号証の電子メールの添付文書（以下、「添付文書」または

「技術資料」ということがある。）の第１頁には、次の技術事項が記載さ

れている。 

 

「センサ構造（直近）                2010.3.10 岩

佐 

 
最近の実験からの気付きなど： 

 

●この構造では、特に振動子ＲＴＶ間の状態がデータに効いてきます。

（次ページ参照） 

 

●ビニール幅を 2.5mm と幅を広げ、３発で打った場合の位相フラットさが

安定しました。（今までは、2mm 程度、1.5mm 以下は最悪。もっと幅を広

げた場合はこれからです。） 

 

●振動子－ビニール、ビニール－テフロン間のグリースを変えると、デー

タに表れるようです。また、テフロンの中身が水以外では、変えなければ

ならないところが出てくるかもしれません。 



 

●箱の中とは言え、ファイバワッシャは、ゴミを発生させる可能性はない

か？それ以外の件でも、防湿剤のようなもので固める必要があるかもしれ

ません。」（第１頁） 

 
 

 

 第１頁の図面には、左側の振動子について「１．５ｔ ８φ、３φ振動

子」、「ファイバワッシャ」、「信越１液性ＲＴＶゴム ＫＥ－４２－

Ｔ：硬度２５」、「フィレット接着 接着剤検討中（弾性エポキシ

系？）」との記載があり、この振動子より３０ｍｍ離れた（図面右側の）

振動子については、「１．５（ｏｒ １：シビアではないようで

す。）」、「振動子ビニール間：信越グリースＧ－４０Ｈ」、「ビニール

テフロン間：信越グリースＧ－４０Ｈ」、「現在ビニール使用 材料検討

中」との記載がある。 

 

 また、第１頁の図面には、「現在ビニール使用 材料検討中」との記載

の矢印の先のビニールの厚みが「０．１」、３Ｐテフロンの軸方向の長さ

が「２．５」と記載されている。 

 
 

 

 上記第１頁の図面について、以下の（１）ないし（３）の点が見て取れ

る。 

 

（１）「テフロンの中身が水以外では」との記載より、図面中の「３Ｐテ

フロン」の矢印で示された部材が管であって、その中の流体が水であるこ

と。 

 

（２）「ビニール幅を 2.5mm と幅を広げ」との記載より、図面中の数値の

単位が mm であること。 

 

（３）「ｔ」が厚さを意味し、「φ」が直径を意味する寸法補助記号であ

ることは、常識的な事項であるから、振動子についての「１．５ｔ ８

φ、３φ」との記載は、厚さ１．５ｍｍ、内直径３ｍｍ、外直径８ｍｍ」

の意味であること。 

 
 

 

 第１頁の図面における左右の振動子についての記載の相違は、作図上の

都合によるものと認められるから、上記添付文書の第１頁の記載及び上記

（１）ないし（３）を総合勘案すると、甲第５号証には次の発明（以下、

「先行技術発明」または「引用発明」ということがある。）が記載されて

いるものと認められる。 

 
 

 

「中身が水のテフロン管の外部に、厚さ１．５ｍｍの環状の振動子を設

け、環状の振動子とテフロン管との間に、テフロン管の軸方向の長さが

２．５ｍｍ、厚さ０．１ｍｍのビニールを設け、さらに、振動子の両側を

ゴム（信越１液性ＲＴＶゴム ＫＥ－４２－Ｔ：硬度２５）で挟んだセン

サ構造。」 

 
 

 
（甲第８号証） 

 
 甲第８号証には、次の技術事項が記載されている。 



 

「透明 RTV では、実際、振動子と RTV 間は、グリースを塗ってもはりつか

ず、さらさらな方が良いようですし」（第５頁第１７～１８行） 

 

 上記記載より、甲第８号証には、「振動子と RTV 間は、さらさらな方が

良い」との技術事項が記載されている。 

 
 

 

 なお、甲第８号証には、弁駁書第２４頁第１４～２３行で指摘されてい

るとおり、 

 

「振動子・テフロン間のシート、グリース密度を変えて、多くデータを取

っていないので」（第１頁） 

 

「ポリエチレン等の厚みは、０．１５ｍｍでも０．１ｍｍでも変わらない

と思います。」（第１頁） 

 

「ポリエチレンなどシート状のものをはさんだときの、位相の変化はごく

小さいと思います」（第２頁） 

 

「僕は、ＡＳＯ－という会社のハイクリーンポリエチレンで良いと思いま

す。」（第３頁） 

 

「（ハイクリーンポリエチレンを用いているのはそれが理由です。」（第

５頁） 

 

 との記載があるが、既に述べたとおり、弁駁書第２４頁第１４～２３行

により特定される甲第８号証の上記新たな記載箇所は、平成２６年１１月

４日付け補正許否の決定により補正が許可されなかった請求の理由を立証

するための証拠としては、採用しない。 

 
 

 
（甲第９号証の１） 

 
 甲第９号証の１には、次の技術事項が記載されている。 

 

「【００１１】フッ素ゴム成形体の表面に上記割合でフッ素樹脂粉末を配

合した同種材料のフッ素ゴム層からなるコーティング層を設けることによ

り、コーティング層の密着性に優れ、非粘着性に優れた電子写真装置用ブ

レードが得られる。また、コーティング層がフッ素ゴムを基材としている

ことにより、あるいは、低分子量含フッ素重合体を配合することにより、

優れた引張り伸びを示し、 200％以上の引張り伸び特性を有する。その結

果、耐久性に優れた電子写真装置用ブレードが得られる。」（段落【００

１１】） 

 

 よって、甲第９号証の１には、 「フッ素ゴム成形体の表面にフッ素樹

脂粉末を配合した同種材料のフッ素ゴム層からなるコーティング層を設け

ることにより、非粘着性に優れた電子写真装置用ブレード。」が記載され

ている。 

 
 

 
（甲第９号証の２） 

 
 第９号証の２には、次の技術事項が記載されている。 

 

「【００１５】次に、打ち抜き装置の他例について図３を参照して説明す

る。前述した実施例と同一部材には同一番号を付して説明を援用するもの

とする。本実施例はワークとして母材１３ａに粘着剤１３ｂが塗付された



テープ材１３を打ち抜く場合について説明する。例えばダイボンディング

用のテープ材を下方にある基板（図示せず）に貼着する場合、パンチ１４

には吸引孔１４ａが形成されており、テープ材１３を打ち抜くと同時に吸

着保持したまま基板上に貼り付け、吸引孔１４ａよりエアーを吹出してテ

ープ材１３より離間するように構成されている。このテープ材１３は、粘

着面を上面にして搬送されることから、粘着剤１３ｂに当接するパンチ１

４の先端面１４ｂ及び固定ストリッパ８のワーク１への当接面８ａ（パン

チガイド５が直接当接する場合にはパンチガイド５の当接面）には、非粘

着性の表面コーティング処理、例えばフッソ樹脂コーティング処理が施さ

れている。 

 

【００１６】本実施例においても、パンチ１４が摺接部材７に摺接して表

面に潤滑剤１２による被膜を形成したまま打ち抜きが行えるので、抜きか

すの金属凝着は生ずることがなく、パンチ１４の寿命を伸ばして耐久性を

向上させることができる。また、パンチ１４の先端面１４ｂ及び固定スト

リッパ８のワーク１への当接面８ａ（パンチガイド５が直接当接する場合

にはパンチガイド５の当接面）には、非粘着性の表面コーティング処理が

施されているので、粘着剤１３ｂがパンチ１４や固定プラテン８（パンチ

ガイド５）に付着することがなく、ワークを汚すことなく打ち抜くことが

できる。」（段落【００１５】～【００１６】） 

 

 よって、甲第９号証の２には、「粘着剤１３ｂに当接するパンチ１４の

先端面１４ｂ及び固定ストリッパ８のワーク１への当接面８ａ（パンチガ

イド５が直接当接する場合にはパンチガイド５の当接面）に、非粘着性の

表面コーティング処理、例えばフッソ樹脂コーティング処理が施されてい

る、打ち抜き装置。」が記載されている。 

 
 

 
（甲第９号証の３） 

 
 第９号証の３には、次の技術事項が記載されている。 

 
「【０００６】 

 

 本発明は、表面コーティングされたシール材に関し、軟質基材の持つ強

度、硬度、シール性を保ちつつ、非粘着性、耐薬品性、耐プラズマ性を高

めたシール材を提供する。」（段落【０００６】） 

 

 よって、甲第９号証の３は、「表面コーティングされた、非粘着性を高

めたシール材」が記載されている。 

 
 

 

 上記甲第９号証の１ないし甲第９号証の３より、「粘着性を低下させる

ために表面コーティングを施すこと」は周知技術であると認められる。 

 
 

 
（甲第１０号証の１） 

 
 甲第１０号証の１には、次の技術事項が記載されている。 

 

「第２表面３９は基本的に完全に非付着性の表面であり、ウェブ１１の接

着剤との接着性を持たない。この表面３９は、例えば、金属管４０の外部

表面の一部にプラズマコーティングを施すことにより形成できる。なお、



この種のプラズマコーティングはコネチカット、ウォータベリーのプラズ

マコーティング（Ｐｌａｓｍａ Ｃｏａｔｉｎｇｓ）社製の９００トラク

ション／リリースシリーズ（例：コーティング番号９３６）により提供で

きる。」 （第１５頁第２０～２５行） 

 

 よって、甲第１０号証の１には、「外部表面の一部にプラズマコーティ

ングを施すことにより形成した、基本的に完全に非付着性の表面を外部表

面の一部とする金属管４０」が記載されている。 

 
 

 
（甲第１０号証の２） 

 
 甲第１０号証の２には、次の技術事項が記載されている。 

 

「【００２９】このような特定のプラズマ照射によりフッ素ゴム成形体に

非粘着性が付与される機構は、プラズマ照射による新たな架橋の生成、未

架橋成分あるいは低分子量成分の選択的エッチング除去等が考えられる。

プラズマ照射により、フッ素ゴム成形体の表面部分だけが高度に架橋さ

れ、更にはこの架橋部分は殆どエッチングされず、粘着成分である低分子

量成分が選択的に除去されて非粘着化されるものと考えられる。また、表

面層におけるフッ素原子比の増大も考えられる。飽和フッ化炭素ガスの非

平衡プラズマを照射することにより、フッ素ゴム成形体の表面層に含フッ

素基が導入される。また、非平衡酸素プラズマの照射でも、フッ素ゴム成

形体の表面層から水素原子を引き抜き、二重結合や架橋部を形成させるこ

とでフッ素原子比率を相対的に高める。」（段落【００２９】） 

 

 よって、甲第１０号証の２には、「特定のプラズマ照射により非粘着性

が付与されたフッ素ゴム成形体」が記載されている。 

 
 

 
（甲第１０号証の３） 

 
 甲第１０号証の３には、次の技術事項が記載されている。 

 
「【００１５】 

 

 本発明のシリコーンゴム層積層体、又は、突当て装置、実装用基板への

物品の実装方法、若しくは、発光ダイオード表示装置の製造方法における

シリコーンゴム層積層体（以下、これらを総称して、単に、本発明のシリ

コーンゴム層積層体等と呼ぶ場合がある）においては、シリコーンゴム層

の表面に非粘着性を付与するために、シリコーンゴム層の表面に酸素プラ

ズマ処理が施されていることが好ましい。具体的には、例えば、平行平板

型ＲＩＥ装置を用い、係る平行平板型ＲＩＥ装置に酸素ガスを供給するこ

とで、酸素プラズマ処理を行う方法（所謂アッシング法）を挙げることが

できる。酸素プラズマ処理の具体的な条件として、酸素ガス雰囲気にて放

電電力１００Ｗ以上、圧力１０Ｐａ～４００Ｐａ程度で１分間～３０分

間、Ｏ２プラズマを照射するといった条件を挙げることができる。」（段

落【００１５】） 

 
 よって、甲第１０号証の３には、 

 

「シリコーンゴム層の表面に非粘着性を付与するために、シリコーンゴム

層の表面に酸素プラズマ処理が施されている、シリコーンゴム層積層体」



が記載されている。 

 
 

 

 上記甲第１０号証の１ないし甲第１０号証の３より、「粘着性を低下さ

せるためプラズマ表面処理を施すこと」は、周知技術であると認められ

る。 

 
 

 
（甲第１１号証の１）  

 
 甲第１１号証の１には、次の技術事項が記載されている。 

 
「【００３３】 

 

 また、画像形成装置１には、前記図１に示すように、前記記録用紙５１

とインクリボン３０との間を介入するようにして表面性改質シート４０が

備えられている。表面性改質シート４０は、保護層が被覆された印画物の

表面状態を改質するものである。 

 

 例えば、図３（１）の平面図および図３（２）の断面図に示すように、

リボン状の基材シート４１に、上記インクリボン３０（前記図１、図２参

照）が記録用紙５１（前記図１参照）表面に直接接触するように設けられ

た印画用開口部４２が形成されている。さらに、記録用紙５１に形成され

た画像を保護する保護層の表面状態を改質するための表面性改質部４３、

４４が、基材シート４１の長手方向に並んで形成されている。 

 

 上記基材シート４１は、例えばポリイミドフィルムで形成されている。

当然、他の種類の樹脂フィルムで形成されていてもよい。 

 

 また、表面性改質シート４０の少なくとも上記インクリボン３０と接触

する側の面には、非粘着処理層４５（図示せず）が形成されている。この

非粘着処理層４５については、後に詳述する。」（段落【００３３】） 

 

 よって、甲第１１号証の１には、「記録用紙５１とインクリボン３０と

の間を介入するようにして表面性改質シート４０が備えられ、表面性改質

シート４０の少なくとも上記インクリボン３０と接触する側の面には、非

粘着処理層４５が形成されている、画像形成装置１。」が記載されてい

る。 

 
 

 
（甲第１１号証の２） 

 
 甲第１１号証の２には、次の技術事項が記載されている。 

 

「【００１４】この複合メッキ被膜層４０はニッケル被膜中に、フッ素樹

脂の微粒子を分散共析させたもので、例えば、日本カニゼン株式会社製の

商品名カニフロンを挙げることができる。このような組成及び構造を有す

る複合メッキ被膜層４０は、非粘着性を有し、比較的高温に加熱されたＰ

ＥＴなどの樹脂材料に対して付着性が弱く、滑りが良好である。この複合

メッキ被膜層４０の組成としては、好ましくは、ニッケル（Ｎｉ）を８０

～９０重量％、還元剤であるリン（Ｐ）を１～９重量％、フッ素樹脂（Ｐ

ＴＦＥ）を１～９重量％含有するものが良く、フッ素樹脂の粒径は１μｍ

以下であることが好ましい。更に好ましくは、ニッケル（Ｎｉ）を８３～

８６重量％、リン（Ｐ）を７．５～１０重量％、フッ素樹脂（ＰＴＦＥ）



を６～８．５重量％含むものが良い。あるいは、ニッケル（Ｎｉ）を８８

～９０重量％、リン（Ｐ）８～９．５重量％、フッ素樹脂（ＰＴＦＥ）を

１．５～３重量％含むものが良い。後者のものは、より耐摩耗性の点で優

れている。このような複合メッキ被膜層４０を顕微鏡写真にて観察した場

合、被膜中にＮｉ－Ｐマトリックス構造を有し、その中にＰＴＦＥ微粒子

がほぼ均一に分散された構造として観察される。」（段落【００１４】） 

 

 よって、甲第１１号証の２には、「ニッケル被膜中に、フッ素樹脂の微

粒子を分散共析させ、非粘着性を有し、付着性が弱く、滑りが良好であ

る、複合メッキ被膜層４０」が記載されている。 

 
 

 
（甲第１１号証の３） 

 
 甲第１１号証の３には、次の技術事項が記載されている。 

 
「【００１８】 

 

 以下、本発明の一実施形態を図面を用いて説明する。図１は自動車用ホ

イール１に本発明の積層体３を粘着により配置した状態の背面斜視図、図

２はアウターリム側の要部断面図である。図１において、自動車用ホイー

ル１の一対のビードシート１１ａ、１１ｂの両側には積層体３が周方向に

間隔を置いて複数箇所配置されている。図２において、積層体３は非粘着

性の樹脂基材３１と粘着層３２とからなり、粘着層３２をビードシート１

１ａに粘着させて配置されている。 

 
【００１９】 

 

 図３は積層体３をビードシート１１ａ、１１ｂに配置した後、自動車用

ホイール１にゴムタイヤ２をリム組みした際の断面図を示すものである。

ゴムタイヤ２は、ビード２１が積層体３の非粘着性の樹脂基材３１に接触

した状態でリム組みされている。」（段落【００１８】～【００１９】） 

 

 また、図３には、ゴムタイヤ２が、ビード２１が積層体３の非粘着性の

樹脂基材３１に接触した状態でリム組みされていることが示されている。 

 

 よって、甲第１１号証の３には、「積層体３は非粘着性の樹脂基材３１

と粘着層３２とからなり、粘着層３２を自動車用ホイール１のビードシー

ト１１ａに粘着させて配置し、ゴムタイヤ２を、ビード２１が積層体３の

非粘着性の樹脂基材３１に接触した状態でリム組みした自動車用ホイール

１」が記載されている。 

 
 

 

 上記甲第１１号証の１ないし甲第１１号証の３より、粘着性を低下させ

るために非粘着シートを挟むことあるいは非粘着性処理が施された介在部

材を設けること」は、周知技術であると認められる。 

 
 

 
（甲第１２号証） 

 

 甲第１２号証には、信越化学工業株式会社のグリース「Ｇ－４０Ｈ」の

比重が１．０６であることが記載されている。 

 
 

 
（甲第１３号証の１） 



 
 甲第１３号証の１には、次の技術事項が記載されている。 

 
「【００２０】 

 
（第１実施形態） 

 

 以下、本発明の実施形態に係る超音波式流体計測装置について、図面を

参照して説明する。 

 

 図１～図４に示すように、第１実施形態の超音波式流体計測装置１０

は、供給流路１１および排出流路１２に連通されたハウジング１３と、ハ

ウジング１３内の収容部１４に収容された計測流路１５と、計測流路１５

に第１送受波器１７および第２送受波器１８が設けられた超音波計測部１

６と、第１送受波器１７および第２送受波器１８を結ぶ超音波伝搬路（結

ぶ線）１９に対して略平行となるように計測流路１５に収容された複数の

仕切板２０とを備える。 

 

 なお、本実施形態では、複数の仕切板２０を超音波伝搬路１９に対し、

略平行となるように計測流路１５に収容したが、これに限定されるもので

はなく、複数の仕切板２０を超音波伝搬路１９に沿う方向に計測流路１５

に収容してもよい。 

 

 超音波伝搬路１９は、いわゆるＺパスに設定されている。」（段落【０

０２０】） 

 
「【００２２】 

 

 ハウジング１３は、凹部３２が形成されたハウジング本体３１と、ハウ

ジング本体３１にビス止めすることで凹部３２の開口を塞ぐ蓋体３４とか

らなる。 

 

 ハウジング本体３１は、凹部３２の供給側端部に本体側溝部位２５Ａが

形成され、凹部３２の排出側端部に本体側溝部位２６Ａが形成されてい

る。 

 

 蓋体３４は、本体側溝部位２５Ａに臨む部位に蓋体側溝部位２５Ｂが形

成され、本体側溝部位２６Ａに臨む部位に蓋体側溝部位２６Ｂが形成され

ている。」（段落【００２２】） 

 
「【００２７】 

 

 図３に示すように、弾性体３０は、計測流路１５と収容部１４との間に

介装される。 

 

 弾性体３０を環状に形成することで、弾性体３０を計測流路１５の外側

面１５Ｃに沿って周回させることができる。 

 

 これにより、計測流路１５と収容部１４との間の隙間４３を弾性体３０

で塞ぎ、隙間４３に流体４０が流れることを止めて計測精度の向上が図れ

る。」（段落【００２７】） 

 
「【００３０】 

 

 図４に示す超音波計測部１６は、ハウジング本体３１の右側壁３１Ａに

第１送受波器１７を設けるとともに、複数の扁平流路４１（図３参照）に

臨ませ、左側壁３１Ｂに第２送受波器１８を設けるとともに、複数の扁平

流路４１（図３参照）に臨ませ、第１送受波器１７および第２送受波器１

８が演算部４４（図１参照）に接続されている。 



 

 第１送受波器２１は、右側壁３１Ａのうち、第２送受波器１８の上流側

に配置されている。 

 

 具体的には、第１送受波器１７および第２送受波器１８間の超音波伝搬

路１９は、平面視で複数の扁平流路４１の流れ方向（矢印Ａで示す方向）

を斜めに横切るように設定されてＺパスである。」（段落【００３０】） 

 
「【００４４】 

 

 第１送受波器１７から第２送受波器１８に向けて超音波を発信する。超

音波は、複数の扁平流路４１内の流体４０を経て、第１送受波器１７から

第２送受波器１８に伝搬される。超音波が第１送受波器１７から第２送受

波器１８に伝搬される第１超音波伝搬時間Ｔ１を演算部４４（図１参照）

で求める。 

 
【００４５】 

 

同様に、第２送受波器１８から第１送受波器１７に向けて超音波を発信す

る。超音波は、複数の扁平流路４１内の流体４０を経て、第２送受波器１

８から第１送受波器１７に伝搬される。超音波が第２送受波器１８から第

１送受波器１７に伝搬される第２超音波伝搬時間Ｔ２を演算部４４（図１

参照）で求める。 

 

 第１、第２の超音波伝搬時間Ｔ１、Ｔ２に基づいて、ガスの流速Ｕを求

める。」（段落【００４４】～【００４５】） 

 

 上記記載事項及び図１、３、４を総合勘案すれば、甲第１３号証の１に

は、 

 

「ハウジング１３内の収容部１４に収容された計測流路１５と、計測流路

１５に第１送受波器１７および第２送受波器１８が設けられた超音波計測

部１６とを備え、弾性体３０は、計測流路１５と収容部１４との間に介装

され、弾性体３０を環状に形成することで、弾性体３０を計測流路１５の

外側面１５Ｃに沿って周回させ、これにより、計測流路１５と収容部１４

との間の隙間４３を弾性体３０で塞ぎ、隙間４３に流体４０が流れること

を止めて計測精度の向上が図れ、第１送受波器１７および第２送受波器１

８が演算部４４に接続され、超音波が第１送受波器１７から第２送受波器

１８に伝搬される第１超音波伝搬時間Ｔ１を演算部４４で求め、超音波が

第２送受波器１８から第１送受波器１７に伝搬される第２超音波伝搬時間

Ｔ２を演算部４４で求め、第１、第２の超音波伝搬時間Ｔ１、Ｔ２に基づ

いて、ガスの流速Ｕを求める、超音波式流体計測装置１０。」が記載され

ていると認められる。 

 
 

 
（甲第１３号証の２） 

 
 甲第１３号証の２には、次の技術事項が記載されている。 

 
「【００２４】 

 

 続いて、本発明を実施するための最良の形態について、図を参照しつつ

説明する。図１は本形態の超音波送受信器の断面構造図である。図２は放

電系回路の回路図である。 

 
 図１で示すような本形態の超音波送受信器１０は、楔１、超音波振動子



２、スリーブ３、バッキング材４、リード線５、コネクタ部６、電気抵抗

７を備えている。 

 
【００２５】 

 

 楔１は、超音波透過材として一般的に用いられているエポキシ系樹脂な

どのブロックであり、所定角度の角部を有している。 

 

 超音波振動子２は、例えば、ＰＺＴ（Ｐｂ（Ｚｒ・Ｔｉ）０３ ）のよう

な圧電素子である。この超音波振動子２は、プラス側接続部２ａとマイナ

ス側接続部２ｂとを有する。 

 

 図示しないがこれら楔１と超音波振動子２との間には、整合層が介在し

ている。整合層は、超音波を効率よく被検体に放射するとともに被検体か

らの反射エコーを効率よく受信する役割をもつものである。一般に、整合

層の厚みを調整することで通過する超音波の周波数を制御できる。この整

合層の音響インピーダンスは主剤と混合物との混合比によって変化させる

ことができる。主材は例えばエポキシ樹脂であり、混合物は例えばタング

ステン粒子等である。プラス側接続部２ａとマイナス側接続部２ｂとは絶

縁体で被覆される。 

 
 スリーブ３は、超音波振動子２を囲むように楔１に接着される。 

 
【００２６】 

 

 バッキング材４は、不要な超音波の振動を吸収する機能を有しており、

楔１およびスリーブ３で囲まれる空間に充填される。バッキング材４によ

り、超音波振動子２、リード線３、コネクタ部６の下側が覆われる。 

 

 リード線５は二本あり、超音波振動子２のプラス側接続部２ａと、マイ

ナス側接続部２ｂとにそれぞれ一本ずつ接続される。」（段落【００２

４】～【００２６】） 

 
 

 
 上記記載事項及び図１を総合勘案すれば、甲第１３号証の２には、 

 

「楔１、超音波振動子２、スリーブ３、バッキング材４、リード線５、コ

ネクタ部６、電気抵抗７を備えた超音波送受信器１０であって、スリーブ

３は、超音波振動子２を囲むように楔１に接着され、不要な超音波の振動

を吸収する機能を有するバッキング材４が、楔１およびスリーブ３で囲ま

れる空間に充填され、該バッキング材４により、超音波振動子２、リード

線３、コネクタ部６の下側が覆われる、超音波送受信器。」が記載されて

いると認められる。 

 
 

 
（甲第１３号証の３） 

 
 甲第１３号証の３には、次の技術事項が記載されている。 

 

「【００２３】（実施例４）図５は本発明の実施例４の超音波式流量計の

縦断面図、図６は同流量計の流路体の分解斜視図である。図５において、

２１は入口部１０と出口部１１を機械的に接続し固定する接続体であり、

ここでは接続体２１は入口部１０と出口部１１を金属材料で一体成形して

いる。２２は接続体２１とＵ字体１２により囲まれて形成される空間部で

あり、流量演算部１４はこの空間部２２に収納されている。」（段落【０



０２３】） 

 

「【００２６】（実施例５）図７は本発明の実施例５の超音波式流量計の

縦断面図である。図７において、２５は計測値、異常発生あるいは流量計

への動作命令などを離れた場所に設けた外部ユニット２６と無線により送

受信する無線送受信手段である。無線送受信手段２５は無線送受信手段本

体２５ａと無線送受信手段アンテナ２５ｂを備え、外部ユニット２６は外

部ユニット本体２６ａと外部アンテナ２６ｂを備えている。２７は無線送

受信手段２５とＵ字体１２を覆う筐体である。この筐体２７は合成樹脂な

どの電波透過性材料で構成されるもので、無線送受信手段２５とＵ字体１

２の他に開閉体９、一対の超音波振動子１３、流量演算部１４、などを覆

っている。また、流量演算部１４および無線送受信手段２５の無線送受信

手段本体２５ａは空間部２２に収納されるとともに封止体（図示せず）に

より外乱電波などから遮蔽されている。」（段落【００２６】） 

 

「【００３８】また、入口部、出口部を機械的に固定する接続体とＵ字体

との間で形成した空間部に流量演算部を収納しているので、外部との接続

口である入口部および出口部を接続体で固定しているので流量計の高強度

化により取付の施工性および計測の信頼性を向上できる。また、接続体と

Ｕ字体との間で形成した空間部に流量演算部を収納することで流量計をよ

り小型化できる。また流量演算部は接続体とＵ字体により必然的に４面を

金属材料で囲われるため、残りの 2面を囲うだけで流量演算部はその全面

を外部からの電波などの外乱から遮蔽でき、低コストで信頼性を向上でき

る。」（段落【００３８】） 

 

 上記記載事項及び図５、７、９、１０を総合勘案すれば、甲第１３号証

の３には、 

 

 「接続体２１とＵ字体１２により囲まれて形成される空間部２２に流量

演算部１４が収納され、Ｕ字体１２、一対の超音波振動子１３、流量演算

部１４などを筐体２７で覆った超音波式流量計。」が記載されていると認

められる。 

 
 

 
（甲第１３号証の４） 

 
 甲第１３号証の４には、次の技術事項が記載されている。 

 
「【００４９】 

 

 また、ケース３０の内部には、回路基板１０が配置されている。そし

て、第１超音波振動子２と回路基板１０との間、および、第２超音波振動

子３と回路基板１０との間は、流体管路１の内壁に沿って配置された撚り

線から成る信号線２０によって接続されている。この信号線２０の撚り数

（ターン数）は、偶数とすることが好ましい。」（段落【００４９】） 

 

 上記記載事項及び図７を総合勘案すれば、甲第１３号証の４には、「ケ

ース３０の内部に、回路基板１０を配置」することが記載されていると認

められる。 

 
 

 
（甲第１３号証の５） 



 
 甲第１３号証の５には、次の技術事項が記載されている。 

 
「【００１９】 

 

 図１は本発明の実施の形態１における超音波流量計の構成を示す断面模

式図である。流路５１は流体の通る管で、途中に超音波センサ５２、５３

が設けてある。超音波センサ５２、５３はリード線で信号処理部５４が設

けられているプリント基板５５と接続される。また、プリント基板５５に

は制御部５６、ノイズフィルタ部５７、端子台５８も設けられている。端

子台５８はシールド部材５９で複数の面を覆うようにしている。シールド

部材５９は金属製の筐体６０と電気的に直接または、コンデンサを介して

接続される。コンデンサは問題となるノイズが高周波であるため、ある程

度の容量を持っていれば、高周波でのコンデンサのインピーダンスは小さ

くなり、実質上直接接続と同じような効果が得られる。端子台５８にはコ

ード６１が接続され外部機器との電気信号のやり取りを行う。」（段落

【００１９】） 

 

 また、図１には、筐体（６０）内の流路（５１）（流体の通る管）の途

中に対向して超音波センサ５２、５３が設けられ、超音波センサ５２、５

３は、シールドされたリード線６５を介してプリント基板（５５）に接続

され、プリント基板は、筐体（６０）の内部に設けられ、信号処理部（５

４）と、制御部（５６）、ノイズフィルタ部（５７）、端子５８が設けら

れていることが示されている。 

 

 よって、甲第１３号証の５には「筐体（６０）内の流路（５１）（流体

の通る管）の途中に対向して超音波センサ５２、５３が設けられ、超音波

センサ５２、５３はリード線で信号処理部５４が設けられているプリント

基板５５と接続され、プリント基板は、筐体（６０）の内部に設けられ、

信号処理部（５４）と、制御部（５６）、ノイズフィルタ部（５７）、端

子５８が設けられている、超音波流量計。」が記載されていると認められ

る。 

 
 

 

 上記甲第１３号証の３ないし甲第１３号証の５より、「演算部を覆うケ

ースを設けること」は、周知技術であると認められる。 

 
 

 
４ 当審の判断 

 

 無効理由３の検討に先立ち、甲第５号証に記載された発明（以下、「先

行技術発明」ということがある。）が、本件特許の出願前に公然知られた

発明であるか否かを判断する。 

 
 

 
（１）前提となる事実 

 

 まず、両当事者から提出された書類、証拠（平成２６年９月１６日付け

補正許否の決定、及び平成２６年１１月４日付け補正許否の決定により採

用されなかったものを除く。以下同様。）及び口頭審理における審理結果

を総合すると、以下の事実が認められる。 

 
ア 被請求人とタキオニッシュホールディングス株式会社（以下、「タキ



オニッシュＨＤ」と表記することがある。）との雇用関係について 

 

（ア）被請求人は、平成１９年（２００７年）９月２８日付けで、株式会

社テクノスルガ（平成１９年（２００７年）１１月１日にタキオニッシュ

ＨＤに吸収合併（乙１１、乙１２））から採用内定通知を受け（乙８）、

平成１９年（２００７年）１１月１日にタキオニッシュＨＤに入社した

（甲６、乙８）。（回答書第２頁第１６～１９行） 

 
 

 

（イ）その後、被請求人は、平成２２年（２０１０年）１月１日から海上

電機株式会社へ出向となり（乙９－１）、同出向は平成２２年（２０１０

年）４月１日に更新され、出向期間は、平成２３年（２０１１）年３月３

１日までとされた（乙９－２）が、平成２２年（２０１０年）９月１６日

にタキオニッシュＨＤから株式会社ソニックへの出向命令（平成２３年

（２０１１年）３月３１日まで）を受け、（甲２０、甲２１；ただし、甲

２１の判決は確定していない。）、平成２２年（２０１０年）１２月２日

に（出向元である）タキオニッシュＨＤから事業主の都合によって離職し

た（甲６）（なお、解雇の有効性については、被請求人とタキオニッシュ

ＨＤとの間で争いがあり、甲２１の判決に対して上告受理の申立て（乙１

６）がなされている。）。 

 

（請求書第３３頁第２０～２３行、回答書第２頁第２１行～第３頁第２

行、口頭審理陳述要領書（請求人）第５頁第１２～２７行、同第６頁第８

～１０行） 

 
 

 
イ 請求人、タキオニッシュＨＤ、及び海上電機株式会社の関係について 

 

 請求人（平成２１年（２００９年）４月１日、「株式会社カイジョーソ

ニック」より商号変更（乙１３））は、タキオニッシュＨＤが議決権の過

半数を有し、タキオニッシュＨＤによる実質的な支配が認められる会社

（いわゆる子会社）であり、タキオニッシュＨＤの超音波計測機器事業部

とともに、超音波センサや超音波流量計といった超音波計測機器の研究開

発及び製造等を継続して行っている。 

 

 また、「海上電機株式会社」はタキオニッシュＨＤの子会社の１つであ

り、請求人とともに超音波計測機器事業に参画している。 

 

（口頭審理陳述要領書（請求人）第３頁第８～２２行、同第４頁第１３～

１４行）。 

 
 

 

ウ 超音波センサや超音波流量計に関する研究開発における担当と役割分

担について 

 

（ア）タキオニッシュＨＤ（瑞穂開発センター（仮称としてタキオン技

研））と請求人との間で超音波センサや超音波流量計に関する研究開発が

行われていた（乙１０）が、超音波流量計に関する業務を超音波センサの

開発と設計、及び、センサからの信号を処理する処理部の開発と設計とに

分けるならば、超音波センサの開発がタキオニッシュＨＤの瑞穂開発セン

ターが担当し、それ以外の超音波センサの設計と処理部の開発及び設計が



請求人の担当であった。 

 
（回答書第４頁第１６行～第５第１２行） 

 
 

 

（イ）タキオニッシュＨＤの瑞穂開発センター及び海上電機株式会社が超

音波計測機器の研究開発を主に行い、請求人が超音波計測機器の製造を主

に行っているが、これらの役割は明確に区別されているわけではなく、超

音波計測機器の研究開発に請求人の従業員が加わることもあり、超音波計

測機器の製造にタキオニッシュＨＤ及び海上電機株式会社の従業員が加わ

ることもある。 

 
（口頭審理陳述要領書（請求人）第３頁第２２行～第４頁第２行） 

 
 

 

（ウ）超音波計測機器の研究開発は、タキオニッシュＨＤを親会社とし請

求人及び海上電機株式会社を子会社とする会社群の、超音波計測機器の研

究開発を行うチーム（同じグループ会社の同じ開発グループ）で行われて

いた。 

 

（答弁書第２３頁第２～３行、同第２４頁第６行、口頭審理陳述要領書

（請求人）第４頁第３～１４行、乙１８） 

 
 

 
エ 共同研究開発について 

 
（ア）共同研究開発契約について 

 

 タキオニッシュホールディングス株式会社と請求人との間では、超音波

センサや超音波流量計に関する研究開発を行うに当たり、契約は特に締結

されていない。 

 
 その理由は、 

 

（ｉ）請求人がタキオニッシュホールディングス株式会社の子会社である

こと。 

 

（ｉｉ）超音波センサや超音波流量計に関する研究開発を行うチームのリ

ーダ（秋山徹氏）がタキオニッシュホールディングス株式会社の役員と請

求人の役員とを兼務していること。 

 
 による。 

 

 つまり、タキオニッシュホールディングス株式会社と請求人との間で

は、研究開発の目的、研究開発の期間、研究成果の取り扱い等の申込に対

して承諾がなされないという事態は生じていなかったため、研究開発を行

う際の契約を締結していない。 

 
（口頭審理陳述要領書（請求人）第４頁第１５～２７行） 

 
 

 
（イ）研究成果の取り扱いについて 

 

 研究成果を導き出した主要な人物や、研究成果の内容にしたがって、研

究開発チームのリーダ（秋山徹氏）が、特許等の出願をするか、公表・発

表をするか、また、特許出願や公表・発表をする場合にはタキオニッシュ

ＨＤと請求人のどちらが行うか、を判断している。 

 
 研究成果（発明）について特許権取得が必要であると秋山徹氏が判断し



た場合には、タキオニッシュホールディングス株式会社および／または請

求人がその発明者から個別に特許を受ける権利を譲り受けて特許出願をし

ている。 

 
（口頭審理陳述要領書（請求人）第５頁第１～８行） 

 
 

 
オ 甲第５号証の電子メールの送付について 

 
（ア）当時の開発メンバーについて 

 

 超音波センサや超音波流量計に関する研究開発が行われていた当時の開

発メンバーと、その役割分担は、それぞれ次のとおりであった。 

 
 

 
株式会社ソニック：工業機器部のメンバー 

 
秋山：ＣＴＯ タキオニッシュホールディングス（株）兼務 

 
斉藤：課長 

 
高橋：処理系回路設計、センサ設計、治具設計等を担当 

 
芦沢；チューブ継手の選定等を担当 

 

石橋：処理系のソフトウェアの開発 被請求人が開発したセンササンプル

を用いた測定等を担当（甲８） 

 

金：被請求人が開発したセンササンプルを用いた測定、ＰＣに取りこまれ

た測定データから、位相差をＰＣに表示させるためのソフトウェアの作成

等を担当（甲８） 

 
星川：被請求人が開発したセンササンプルを用いた測定等を担当 

 
 

 
株式会社ソニック：営業のメンバー 

 

竹村：技術と相手会社との間の営業的仕事、微少流量計の従来機種の測定

等を担当。 

 
 

 
タキオニッシュホールディングス（株）瑞穂開発センターのメンバー 

 
宗片：開発第一部長、後に瑞穂開発センターセンター長 

 

 甲第５号証のメールが送信された時期の前後に、被請求人がスケジュー

ル表（乙１４）を提出していた上司 

 
佐藤：平成２２年３月入社。途中から課長、瑞穂開発センターセンター長 

 
五十嵐：平成２１年１１月２４日入社 途中から回路の評価等を担当 

 
川口：素子焼き、ガラス管を用いたセンサの評価等を担当 

 
 

 

 なお、甲第５号証の電子メールの宛先のうち、秋山氏は、請求人役員 

兼 タキオニッシュホールディングス株式会社役員であり、金氏、石橋

氏、竹村氏、星川氏、高橋氏、芦沢氏、斉藤氏は請求人従業員であり、宗

片氏は、タキオニッシュホールディングス株式会社従業員である。 

 

（回答書第４頁７～１０行、同第５頁第１３行～第６頁第１０行、同第６

頁第１６～１９行、口頭弁論陳述要領書（請求人）第７頁第１６～２５

行、乙１３） 

 
 

 
（イ）被請求人の担当業務について 



 

 テフロンチューブを用いたセンサ開発とシミュレーションを担当。初期

の頃は、（タキオニッシュＨＤの）瑞穂開発センターで、ガラス管を用い

た場合のシミュレーションと原因追及のための従来機種での各種データ取

り及び確認を担当。その後、テフロンチューブを用いて、開発サンプルを

用いた位相差を確認し、そのサンプルを株式会社ソニックへ渡す作業を担

当。 

 

 また、被請求人がエクセルで作成した研究開発の予定（乙１４）を、毎

週月曜の朝に上司である宗片に提出していた。 

 
（回答書第６頁１１～１９行） 

 
 

 
（２）請求人の主張 

 
ア 先行技術発明が公然知られた発明であることの根拠について 

 

 請求人は先行技術発明が公然知られた発明であることの根拠として、先

行技術発明は、秘密を保つ義務を有しない請求人従業員等に公然知られて

いたと主張し、請求人従業員等が秘密を保つ義務を有しない理由として、

次のように主張している。 

 
 

 
イ 請求人従業員等が秘密を保つ義務を有しない理由 

 
（ア）解雇が有効である場合の、雇用関係に基づく守秘義務について 

 

 被請求人は、平成２２年（２０１０年）１２月２日に、出向元であるタ

キオニッシュＨＤを退社しており（甲６）、被請求人とタキオニッシュＨ

Ｄとの間の雇用契約が解消されている。そして、これに伴い、請求人によ

る、出向社員としての被請求人の雇用（甲２０、甲２１）が解消している

（仮に、甲２０に係る出向命令が無効であるとしても、タキオニッシュＨ

Ｄに被請求人が雇用されている関係に置き換わるだけであり、結論は変わ

らない。）。 

 

 そして、請求人従業員等の、被請求人に対する秘密を保つ義務（請求人

従業員等が被請求人のために秘密を保持する義務）は、被請求人と請求人

との間の雇用関係があり、かつ請求人従業員等と請求人との間に雇用関係

があることにより、課せられていたものであるから、被請求人がタキオニ

ッシュホールディングス株式会社を退社して雇用関係が消滅（法律関係の

変動）すれば、請求人従業員等の、被請求人に対する秘密を保つ義務は影

響を受けて消滅する。 

 

 つまり、共同研究者等が発明者との法律関係に基づき、契約上または信

義則上発明者に対する関係で発明の内容を第三者に対し秘密にすべき義務

を負うとしても、その義務は、本件においては、上記のような、請求人と

被請求人との間の雇用関係の消滅（法律関係の変動）により、消滅してい

る（甲６、甲１５）。 

 

 よって、遅くとも本件特許の出願（本件特許の出願日：２０１１年（平

成２３年）１１月４日）前である２０１０年（平成２２年）１２月３日

に、被請求人にとって、請求人従業員等は先行技術発明について秘密を保

つ義務を有しない者となっているから、先行技術発明は、秘密を保つ義務



を有しない請求人従業員等に公然知られた発明となっている（甲７）。 

 

 また、請求人は、本件発明が「秘密扱い文書で示された開発事業」（乙

１０）に該当しないと考えていたのであるから（甲１７）、この点は、上

記結論に影響しない。 

 

（審判請求書第３３頁第２０行～第３４頁第６行、弁駁書第１８頁第１９

行～第１９頁第５行、同第２２頁第４～６行、同第２２頁１３～１８行、

同第２２頁２２行～第２３頁第８行、口頭審理陳述要領書（請求人）第５

頁第９行～第６頁第２７行）。 

 
 

 
（イ）就業規則上の守秘義務について 

 

 請求人が参画するタキオニッシュＨＤの就業規則（甲１８）には、第４

条４．に「会社業務に関する情報は、遺漏、その他取り扱いに注意す

る。」とあるだけであり、秘密保持義務または守秘義務に関する明確な定

めはない。仮に、秘密保持義務または守秘義務に関する定めに該当すると

しても、先行技術発明を漏らしたとしても使用者の利益をことさら害する

ような行為とは認められず、請求人従業員等において請求人のために先行

技術発明についての秘密を保つべき関係が継続しているとは認められな

い。（弁駁書第２１頁第１８～２６行） 

 

 また、請求人の就業規則（甲２２）では、「業務上知り得た技術情報等

を正当な理由なく開示したり、利用目的を越えて取扱い、または漏洩しな

いこと」（甲２２、第８条（３））と定められているが、本件において、

請求人と被請求人との間の雇用関係が消滅していることに加え、研究開発

チームのリーダ（秋山徹氏）は甲５に記載された事項に価値がないと判断

しており（甲１７）、これは、請求人が請求人従業員等に対して甲５に記

載された事項を正当な理由なく開示することを許可したものと認められ

る。 

 

 したがって、請求人従業員等は、就業規則上、当該事項を自由に開示等

することができ、就業規則上の請求人従業員等の秘密を保つ義務はない。

（口頭審理陳述要領書（請求人）第７頁第１～１０行） 

 
 

 
（ウ）敵対心等による守秘義務の解消について 

 

 甲１６のメールの送信時（２０１０年１０月２９日１９時２８分）にお

いて、請求人の取締役である秋山徹氏は、甲１６における「特許」（回答

書第４頁第６行～同第６頁第１５行及び乙１４より、超音波流量計に係る

ものである）の特許性の有無を検討し、甲１７に係るメール（送信日時：

２０１０年１１月１日１８時２４分）の送信時において、被請求人が特許

出願をしようとする発明が利益をもたらさないと判断している。また、甲

１７のメールの中で、被請求人が特許権を取得した場合に特許権を行使す

ることを示唆しており、被請求人は請求人に対して敵対心を持っていると

認められる。 

 

 よって、本件においては、被請求人は、特許権を取得した場合に請求人

に特許権を行使することを示唆していること、及び、被請求人の退職理由



は解雇であり、タキオニッシュＨＤによる解雇の有効性を争っているこ

と、を考慮すれば、請求人従業員等と被請求人との間の信義も失われてい

る。よって、請求人従業員等には、信義則上も秘密を保つ義務はない。 

 

（弁駁書第１９頁第６行～第２０頁第１０行、同第２０頁第２３～２５

行、同第２１頁第４～１３行、同第２２頁第１８～２１行、口頭審理陳述

要領書（請求人）第７頁第１１～１５行） 

 
 

 

ウ よって、先行技術発明は、遅くとも本件特許の特許出願前である２０

１０年（平成２２年）１２月３日に、秘密を保持する義務を有しない請求

人従業員等に公然知られた発明となっている。 

 
 

 
（３）被請求人の主張 

 

 被請求人は、先行技術発明が公然知られた発明にあたらないことの理由

として、次のように主張している。 

 
ア 請求人従業員等の守秘義務について 

 

（ア）被請求人従業員等における、社会通念上又は商慣習上の守秘義務に

ついて 

 

 上記先行技術発明の文書の送付は、研究開発の成果を同じグループ会社

の同じ開発グループ内での打ち合わせを目的としたものであり、秘密扱い

とすることを期待して信頼して被請求人が、上記電子メールを請求人従業

員等に送付したものと推認するのが相当であるから、上記電子メールを受

け取った請求人従業員等は、社会通念上又は商慣習上、当該発明の内容に

つき秘密を保つべき関係に立つ者といえる（乙７）。 

 

 このことは、研究開発に従事していた者が同じ製品の研究開発に従事し

ていた他の者と同じグループ会社に在職しているときであっても、その会

社を退職した後であっても変わることはない。 

 

 また、被請求人は、タキオニッシュＨＤから一方的に解雇を通知され、

これに不服の被請求人は、会社に戻ることを望んで労働裁判を２０１１年

３月に提起し、この訴訟は解雇の有効性を争っているもので、現在におい

ても継続中であり（乙１６）、被請求人が会社に戻る可能性もあるのであ

るから、被請求人が解雇された日（２０１０年１２月２日）の翌日から先

行技術発明が公然知られた発明になるという請求人の論理は理解しがた

い。 

 

（答弁書第２２頁第１７行～第２３頁第２２行、回答書第７頁１７行～第

８頁第７行） 

 
 

 

（イ） センサの開発が極秘裏に進めていたことから生ずる秘密保持義務

について 

 

 タキオニッシュＨＤと請求人（株式会社ソニック）との間では、超音波

センサの開発事業を秘密扱い文書（乙１０）でしか判からないようにして

極秘裏に進めていたのであり、そのような会社の方針の下でセンサの開発

を行っていた当時（甲５の電子メールが請求人従業員等に到達した段階）



において、請求人及び請求人従業員等との間で先行技術発明の内容につい

て秘密を保つ取り決めがなくても、請求人従業員等において、請求人のた

めに、先行技術発明についての秘密を保つべき関係が生じていた。 

 
（回答書第６頁第２０行～第７頁第４行） 

 
 

 
（ウ）就業上の秘密保持義務について 

 

 請求人及びタキオニッシュホールディング株式会社に存在するはずの就

業規則には、労働者の秘密保持義務または守秘義務に関する定めがあるの

が通常であり、また、仮にそのような規定がない場合であっても、労働者

にあっては、労働契約に伴う付随義務として、信義則上、使用者の利益を

ことさら害するような行為を避けるべき義務、即ち使用者の業務上の秘密

を漏らさない義務を負うことは当然であり（乙１５）、上記秘密扱い文書

（乙１０）で示された開発事業に関与する労働者にあっては、このような

義務を負うことは、なおさらである。そして、このような義務は、被請求

人が退職したことによって、また、研究開発が終了したことによって直ち

に無くなることはないのであり、請求人従業員等において請求人のために

継続している。 

 
（回答書第７頁第５～１６行） 

 
 

 
イ 被請求人の退職と請求人従業員等の守秘義務との関係について  

 

 被請求人が退職した後も、請求人従業員等は、部外者から照会があって

も本件発明（当審注：「先行技術発明」の意味と解される。）の内容を開

示することはないであろうし、開示しなければならない立場にもない。 

 

 解雇の有無と、請求人従業員等が契約上または信義則上負っている先行

技術発明の内容を第三者らに対して秘密にすべき義務が解消するか否かと

は関係のないことであるから、請求人従業員等が請求人との法律関係に基

づき、契約上または信義則上負っている先行技術発明の内容を第三者に対

し秘密にすべき義務が、被請求人が退職したことによって直ちになくなる

ものではない。 

 

（口頭審理陳述要領書（被請求人）第２８頁１６行～第２９頁第２行、同

第３０頁第７～１４行） 

 
 

 
ウ 先行技術発明の評価と敵対心について 

 

 先行技術発明が利益をもたらさず、先行技術発明を漏らしたとしても、

使用者の利益を害さないことや、被請求人が敵対心を持っているかどうか

ということと、請求人従業員等において請求人のために先行技術発明につ

いての秘密を保つべき関係か解消されることとは全く関係のないことであ

る。 

 

 また、被請求人が請求人に対して敵対心をもっているかどうかの点につ

いても、甲１７で示されるやり取りは、特許権の一般的な考え方を問い合

わせているだけで、権利行使することは何ら述べておらず、これをもって

敵対心があるとはいえない。 



 

（口頭審理陳述要領書（被請求人）第２９頁第５～１３行、同第３０頁第

１～６行） 

 
 

 
（４）当審の判断 

 
ア 請求人従業員等の秘密を保つ義務について 

 

 先行技術発明が、請求人従業員等に公然知られていたか否かを、請求人

従業員等の秘密を保つ義務の点から検討する。 

 
 

 

イ 密接な信頼関係に基づく、請求人従業員等の、被請求人に対する秘密

を保持する義務について 

 

 一般に、研究開発チームにおけるメンバー同士の関係は、各自が研究成

果を秘匿することなく開示し合い、互いに検討、改良を加えることで、協

同して研究開発を進めていく関係であるから、単なる仲間意識ではなく、

より密接な、相互の信頼関係の上に成り立つ関係であって、そのような関

係は、秘密保持に関する格別の明示的な合意や明示的な指示又は要求がな

くとも、他のメンバーから報告された技術を第三者に開示せず、互いの利

益（例えば、特許を受ける権利や学会発表まで秘匿されることなど）を侵

害しないよう努めることが暗黙のうちに求められることの上に成り立って

いるものといえる。 

 

 したがって、研究開発チームにおけるメンバー同士といった密接な信頼

関係の上に成り立つ関係にあっては、あるメンバーが退社したからといっ

て、他のメンバーが、退社したメンバーから報告された技術情報について

秘密を保持する義務が直ちに消滅することはないものといえる。 

 

 そこで検討すると、上記（１）「エ」「（ア）共同研究開発契約につい

て」に記載した事実より、タキオニッシュＨＤと請求人との間では、超音

波センサや超音波流量計に関する研究開発を行うに当たり、研究開発の目

的、研究開発の期間、研究成果の取り扱い等の申込に対して承諾がなされ

ないという事態は生じていなかったため、共同開発契約を締結する必要が

なく、また、（１）「ウ」「（イ）」のとおり、タキオニッシュＨＤの瑞

穂開発センターと請求人との役割は明確に区別されておらず、両者の従業

員が相互に研究開発に携わっていたというのであるから、タキオニッシュ

ＨＤと請求人との間で行われた超音波センサや超音波流量計に関する研究

開発を行うチーム（以下、単に「研究開発チーム」という。）は、実質的

に、一つの社内で行われた研究開発の研究開発チームと同視しうるものと

認められる。 

 

 次に、甲５の電子メールに添付された技術資料は、その記載内容が、研

究開発チームにおける被請求人の担当業務である、「テフロンチューブを

用いたセンサ開発」（前記「（１）」「オ」「（イ）」参照。）に属する

ものであって、「最近の実験からの気付きなど：」の欄には被請求人によ

ってなされた工夫に関する記載が見られること、及び、甲５の電子メール

の宛先が研究開発チームのメンバーである（前記「（１）」「オ」

「（ア）」参照。）ことからみて、請求人及びタキオニッシュＨＤ（瑞穂



開発センター）における超音波センサや超音波流量計の研究開発の一環と

して、被請求人の研究成果を研究開発チームの他のメンバーに報告するた

めに送信されたものであると認められる。 

 

 そして、該電子メールに添付された技術資料の内容を了知した研究開発

チームのメンバーは、該電子メールに添付された資料が、該研究開発に関

する技術情報であって、未公開の技術情報を含み、その技術内容について

検討を求められているものであることを容易に認識し得たものと認められ

る。 

 

 そうであれば、該電子メールに添付された技術資料の内容を了知した研

究開発チームのメンバーは、その技術内容について、秘密保持に関する格

別の明示的な合意や明示的な指示又は要求がなくとも、研究開発チームの

メンバー間の密接な信頼関係に基づき、暗黙の契約あるいは信義則に基づ

いて、秘密を保持し、被請求人の利益（例えば特許を受ける権利等）を侵

害しないよう努める義務を負っていたと認めることができる。 

 

 そして、この義務は、密接な信頼関係に基づく、暗黙の契約あるいは信

義則に基づいて発生した義務であるから、被請求人の退社に伴って消滅す

ることはないものといえる。 

 
 

 
ウ 請求人従業員等の就業上の義務について 

 

 甲５の電子メールに添付された技術資料の内容は、上記のとおり、該電

子メールに添付された技術資料の内容を了知した研究開発メンバーにとっ

て、業務上知り得た技術情報に相当するものであるところ、タキオニッシ

ュＨＤや請求人の就業規則には、次のとおり規定されている。 

 
（ア）タキオニッシュＨＤの就業規則（甲１８） 

 

「第４条 社員は、上司の指揮命令を誠実に守り、互いに協力して職務を

遂行するとともに、以下のことを守らなくてはならない。もしこれに違反

した場合は、処罰の対象となることがある。 

 
 １．～３．（省略） 

 
 ４．会社業務に関する情報は、遺漏、その他取り扱いに注意する。」 

 

「第１８条 次の各号の一に該当する場合は、減給、または出勤停止とす

る。ただし情状によっては、訓戒にとどめることがある。 

 
 １．～２．（省略） 

 

 ３．本規程第２条、第４条の定めに違反した場合で、その事案が軽微な

とき。」 

 

「第２３条 退職時には、作業服、社員カード等、会社からの貸与品を返

却するとともに業務に関する名刺等の顧客情報及び技術情報を返却しなけ

ればならない。」 

 
 

 
（イ）請求人（株式会社ソニック）の就業規則（甲２２） 

 
「第８条（服務） 

 
 社員は常に次の各号の事項を守り、職務に精励しなければならない。 

 
（１）～（２）（省略） 



 

（３）別に定める「情報管理規程」を遵守するとともに、取引先・顧客そ

の他の関係者及び会社の役員・社員の個人情報、業務上知り得た技術情報

等を正当な理由なく開示したり、利用目的を越えて取扱い、または漏洩し

ないこと（退職後も同様とする）」 

 
「第５５条（秘密情報の開示禁止） 

 

 社員は、解雇され又は退職するときは、会社で取得した情報を第三者に

開示・漏洩もしくは使用してはならない。」 

 

 よって、タキオニッシュＨＤ及び請求人（株式会社ソニック）の従業員

（口頭審理陳述要領書（請求人）第７頁第１６～２２行に記載のとおり、

甲５の電子メールの宛先のうち、金氏、石橋氏、竹村氏、星川氏、高橋

氏、芦沢氏、斉藤氏は請求人（株式会社ソニック）従業員であり、宗片氏

は、タキオニッシュホールディングス株式会社従業員である。）は、かか

る就業規則により、甲５の電子メールに添付された技術資料の内容を、社

外に漏洩しない義務を負っていたものと認められる。 

 
  

 

 以上のとおり、タキオニッシュＨＤ及び請求人の従業員のうち、甲５の

電子メールに添付された技術資料の内容を了知した開発メンバーは、就業

上の義務として、甲５の電子メールに添付された技術資料に開示された技

術内容についての秘密を、被請求人の退社とは関係なしに、保持する義務

を負っていたものと認められる。 

 
 

 
エ 秋山徹氏の守秘義務について 

 

 秋山徹氏は、タキオニッシュＨＤ及び請求人（株式会社ソニック）の取

締役であるから、タキオニッシュＨＤ及び請求人（株式会社ソニック）か

ら経営の委任を受けていると考えられ（会社法 330 条）、民法の委任に関

する規定（民法 644 条）により、「善良な管理者の注意をもって、委任事

務を処理する義務」を負っている。また、タキオニッシュＨＤ及び請求人

（株式会社ソニック）のため忠実にその職務を行わなければならず（会社

法第 355 条）、これらの義務に違反する任務懈怠により会社に損害を与え

た場合には損害賠償責任を会社に対して負う（会社法第 423 条）という、

立場にある。 

 

 また、秋山徹氏は、超音波センサや超音波流量計に関する研究開発を行

うチームのリーダであって、研究成果の取り扱いについては、研究成果を

導き出した主要な人物や、研究成果の内容にしたがって、特許等の出願を

するか、公表・発表をするか、また、特許出願や公表・発表をする場合に

はタキオニッシュホールディングス株式会社と請求人のどちらが行うか、

を判断し、研究成果（発明）について特許権取得が必要であると、秋山徹

氏が判断した場合には、タキオニッシュホールディング株式会社および／

または請求人がその発明者から個別に特許を受ける権利を譲り受けて特許

出願をする立場にあったものである（前記「（１）」「エ」「（イ）」参

照。）。 

 
 よって、秋山徹氏は、取締役及び研究開発チームのリーダとして、請求



人従業員以上に、研究開発により生じた成果に対して、タキオニッシュＨ

Ｄ及び請求人（株式会社ソニック）の利益を考えて行動する義務を負って

いたということができる。 

 

 そして、秘密の技術情報を外部に漏らすことが、タキオニッシュＨＤ及

び請求人（株式会社ソニック）の利益に反することはいうまでもないこと

であるから、秋山徹氏は、甲５の電子メールに添付された技術資料の技術

内容を了知した時点から、該技術内容についての秘密を保持すべき高度の

義務を負っていたといえる。また、該義務が被請求人の退社によって消滅

するものでないことも明らかである。 

 
 

 

 さらに、秋山徹氏は、被請求人が特許出願を予定していることを知って

おり（甲１７）、しかも研究開発チームのリーダとして特許出願の必要性

の有無を判断していたということから特許法に関する知識を有していたと

認められるから、仮に甲５の電子メールに添付された技術資料を公表・発

表すれば、被請求人の特許取得の障害になるであろうことを理解していた

ものと認められる。そうであれば、秋山徹氏は、社会通念上、あるいは特

許出願の予定を打ち明けられた者の信義則上の義務として、被請求人の退

社とは関係なく、甲５の電子メールに添付された技術資料の公表を控える

義務を負っていたものと認められる。 

 

 以上のことから、タキオニッシュＨＤ及び請求人（株式会社ソニック）

の取締役である秋山徹氏についても、被請求人の退社とは関係なしに、先

行技術発明についての秘密を保持すべき義務を負っていたと認められる。 

 
 

 
オ まとめ 

 

 以上のとおり、甲５の電子メールに添付された技術資料の内容を了知し

た請求人従業員等は、密接な相互の信頼関係に基づく、黙示の契約または

信義則上の義務、就業上の義務、取締役及び研究開発チームのリーダとし

ての義務、社会通念上あるいは特許出願の予定を打ち明けられた者の信義

則上の義務に基づいて、甲５の電子メールに添付された技術資料の内容に

ついての秘密を保持すべき義務を負っていたものと認められ、また、該義

務は、被請求人の退社によって影響を受けないものと認められる。 

 
 

 

 よって、甲５の電子メールに添付された技術資料に記載された発明（先

行技術発明）は、特許法第２９条第１項第１号に規定する、公然知られた

発明であるとはいえない。  

 
 

 
（５）請求人の主張について 

 

ア 上記「（２）」「イ」「（ア）解雇が有効である場合の、雇用関係に

基づく守秘義務について」について 

 

 請求人は、前記「（２）」「イ」「（ア）」にて、請求人従業員等の、

被請求人に対する秘密を保つ義務（請求人従業員等が被請求人のために秘

密を保持する義務）は、被請求人と請求人との間の雇用関係があり、かつ



請求人従業員等と請求人との間に雇用関係があることにより、課せられて

いたものであると主張しているので、まず該主張について検討する。 

 

 請求人は、被請求人と請求人との間の雇用関係があり、かつ請求人従業

員等と請求人との間に雇用関係があることにより、請求人従業員等の、被

請求人に対する秘密を保つ義務が生じるとするが、被請求人と請求人従業

員等とは直接的な雇用契約関係にないのであるから、請求人の主張に係る

秘密を保つ義務は、いったいどのような法律的根拠あるいは契約関係に基

づいて発生するのか、明らかでない。よって、請求人の主張する秘密を保

つ義務とは、会社内の上司と部下、あるいは同僚といった、同じ組織に属

している仲間意識から生じた連帯感としての義務であると解さざるを得な

い。 

 

 そのような、連帯感としての義務であれば、被請求人の退社に伴って、

請求人従業員等の、被請求人に対する、連帯感に基づく秘密を保持する義

務は消滅することがあるかも知れない。 

 

 しかし、請求人従業員等の秘密を保つ義務は、例えば上記「（４）」

「イ」ないし「エ」で述べたように、被請求人に対する連帯感に基づいて

生じるものばかりではないのであるから、被請求人の退社に伴って、請求

人従業員等の、被請求人に対する、連帯感に基づく秘密を保持する義務が

消滅したからといって、請求人従業員等の秘密を保つ義務がすべて消滅す

ることにはならない。 

 

 よって、上記請求人の主張「（２）」「イ」「（ア）」は、そもそも、

その立論自体が、甲第５号証に記載された発明（先行技術発明）が公然知

られたことの証明に結びつくものとなってない。 

 
 したがって、請求人の主張は、採用できない。 

 
 

 

イ 上記「（２）」「イ」「（イ）就業規則上の守秘義務について」につ

いて 

 

 タキオニッシュＨＤの就業規則の第４条は、「第４条 社員は、上司の

指揮命令を誠実に守り、互いに協力して職務を遂行するとともに、以下の

ことを守らなくてはならない。もしこれに違反した場合は、処罰の対象と

なることがある。」と、処罰の可能性を含めて規程し、第１８条で、具体

的に、減給、または出勤停止の処罰が規定されているのであるから、「第

４条 ４．」の「会社業務に関する情報は、遺漏、その他取り扱いに注意

する。」との規程は、単なる要請ではなく、秘密保持義務または守秘義務

に関する明確な定めであるといえる。 

 

 また、該規程を、「使用者の利益をことさら害するような行為」でなけ

れば、社員が自由に秘密を漏らしてよいとする規程と解釈することもでき

ない。 

 

 さらに、被請求人と請求人との間の雇用関係の解消が、タキオニッシュ

ＨＤ及び請求人の従業員（社員）における就業上の秘密保持義務に影響し

ないことはいうまでもないことである。 

 
 また、甲１７の「岩佐さん 興味はありませんので、個人で出されるの



なら、ご自由にどうぞ！」との文言は、特許出願に関する先行したやり取

りに対し、一時的な感情の高ぶりに基づいて発せられた言葉ともとれ、

「特許出願に興味がない」からといって、先行技術発明に価値がないとま

で冷静に判断していたと即断することはできない。 

 

 仮に、秋山徹氏が、先行技術発明に特許出願するほどの価値がないと判

断していたとしても、タキオニッシュＨＤ及び請求人（株式会社ソニッ

ク）の取締役を兼任する秋山徹氏は、タキオニッシュＨＤ及び請求人（株

式会社ソニック）の利益を考えて行動すべき立場にあるのだから、例えば

ノウハウとして社内に蓄積したり、他社へ譲渡したり、先行技術発明に関

連して得られた技術資料を今後の研究開発に役立てるなどの対応も検討す

べきであって、上記判断が、タキオニッシュＨＤ及び請求人の従業員に対

して先行技術発明を正当な理由なく開示することを許可したものと認める

ことはできない。 

 

 また、守秘義務に関し、就業規則における正当事由とは、不可抗力や、

個別具体的に使用者の許可を得た場合等、客観的に合理的な理由や、社会

通念上相当である場合をいうものと解されるから、取締役が単に「特許出

願するほどの価値がない」と判断しただけでは足りないというべきであ

る。 

 
 

 

ウ 上記「（２）」「イ」「（ウ）敵対心等による守秘義務の解消につい

て」について 

 

 請求人は、甲１７の「秋山さん 堀場向けの仕事はなくなったというこ

とですね。特許は個人のもので、取れた場合ということになるかと思われ

ますが、特許侵害ということになるのではないですか？」との文面、及び

被請求人が「タキオニッシュホールディングス株式会社による解雇の有効

性を争っていること」から、被請求人は請求人に対して敵対心を有してい

るので、信義が失われたことで秘密を保持する義務は解消したと主張す

る。しかし、甲１７の上記記載は、被請求人が「請求人に特許権を行使す

ることを示唆している」とまではいえず、さらに「タキオニッシュホール

ディングス株式会社による解雇の有効性を争っていること」は、国民の裁

判を受ける権利の正当な行使であって、かかる正当な権利行使がなされた

からといって、請求人従業員等と被請求人との間の信義が失われていたと

即断することもできない。 

 
 よって、請求人の主張は採用できない。 

 
 

 
（６）無効理由３についての小括 

 

 以上のとおり、甲５の電子メールに添付された技術資料に記載された発

明（先行技術発明）は、本件特許の出願前に公然知られた発明であるとは

いえないから、本件の請求項１に係る発明（本件発明１）の特許は、特許

法第２９条第２項の規定に違反してなされたものであるということはでき

ない。 

 
 また、本件の請求項２ないし９に係る発明（本件発明２～９）は、請求



項１に係る発明（本件発明１）に、所定の技術的限定を付した発明である

から、本件の請求項２ないし９に係る発明（本件発明２～９）の特許は、

同様の理由により、特許法第２９条第２項の規定に違反してなされたもの

であるということはできない。 

 

 よって、請求人の主張及び提出した証拠方法によっては、本件の請求項

１ないし９に係る発明の特許が特許法第２９条第２項の規定に違反してな

されたものであるということはできない。 

 
 

 
（７）本件発明１ないし９の進歩性について 

 

 仮に、甲第５号証に記載された発明（以下、「引用発明」という。）が

公然知られた発明であったとして、本件発明１ないし９の進歩性の有無に

ついて、念のため検討する。 

 
 

 
ア 本件発明１ 

 

 本件の請求項１を再掲すれば、次のとおりであって、本件発明１は、特

許請求の範囲の請求項１に記載された事項により特定される次のとおりの

ものである。 

 

「微少流量の物質が流れる導管の外周上に配置され、高周波信号が付与さ

れて振動し、振動を受信して高周波信号を発生させるリング状の超音波振

動子と、該超音波振動子を挟持固定するように配置される一対の制振部材

とによって構成される超音波センサにおいて、 

 

 前記超音波振動子の内周面と前記導管の外周面の間に、前記超音波振動

子の前記導管の軸方向の幅よりも大きな同方向の幅を有する環状の柔軟性

のある均一な整合部材を設けると共に、該整合部材は、音の伝搬速度が前

記導管内を流れる前記物質の音の伝搬速度と略等しい材質からなることを

特徴とする超音波センサ。」 

 
 

 
イ 引用発明 

 

 前記「第８」「３」「（甲第５号証）」に記載した、甲第５号証に記載

された発明（引用発明）を再掲すれば、次のとおりである。 

 

「中身が水のテフロン管の外部に、厚さ１．５ｍｍの環状の振動子を設

け、環状の振動子とテフロン管との間に、テフロン管の軸方向の長さが

２．５ｍｍ、厚さ０．１ｍｍのビニールを設け、さらに、振動子の両側を

ゴム（信越１液性ＲＴＶゴム ＫＥ－４２－Ｔ：硬度２５）で挟んだセン

サ構造。」 

 
 

 
ウ 対比 

 
 本件発明１と引用発明とを比較する。 

 
 引用発明の「テフロン管」が、本件発明１の「導管」に相当する。 

 

 次に、引用発明の「水」は、「テフロン管」の中身であって、その中を

流れていることは明らかであるから、本件発明１の「微少流量の物質」に

相当する。 



 

 次に、引用発明の「厚さ１．５ｍｍの環状の振動子」は、その厚みから

見て、振動の周波数が高周波であることは明らかであるから、「高周波信

号が付与されて振動し、振動を受信して高周波信号を発生させるリング状

の超音波振動子」に相当する。 

 

 次に、引用発明の「振動子の両側」を「挟」む「ゴム（信越１液性ＲＴ

Ｖゴム ＫＥ－４２－Ｔ：硬度２５）」が、本件発明１の「該超音波振動

子を挟持固定するように配置される一対の制振部材」に相当する。 

 

 次に、引用発明の「環状の振動子とテフロン管との間に、テフロン管の

軸方向の長さが２．５ｍｍ、厚さ０．１ｍｍのビニールを設け」ること

と、本件発明１の「超音波振動子の内周面と前記導管の外周面の間に、前

記超音波振動子の前記導管の軸方向の幅よりも大きな同方向の幅を有する

環状の柔軟性のある均一な整合部材を設け」ることとは、「超音波振動子

の内周面と前記導管の外周面の間に、前記超音波振動子の前記導管の軸方

向の幅よりも大きな同方向の幅を有する環状の部材を設け」る点で共通す

る。 

 

 次に、引用発明の「センサ構造」が、次の相違点は別として、本件発明

１の「超音波センサ」に相当する。 

 
 すると、本件発明１と引用発明とは、次の点で一致する。 

 
＜一致点＞ 

 

 微少流量の物質が流れる導管の外周上に配置され、高周波信号が付与さ

れて振動し、振動を受信して高周波信号を発生させるリング状の超音波振

動子と、該超音波振動子を挟持固定するように配置される一対の制振部材

とによって構成される超音波センサにおいて、 

 

 前記超音波振動子の内周面と前記導管の外周面の間に、前記超音波振動

子の前記導管の軸方向の幅よりも大きな同方向の幅を有する環状の部材を

設けたことを特徴とする超音波センサ。 

 
 

 
 また、両者は、次の点で相違する。 

 
＜相違点＞ 

 

 本件発明１では、部材が「柔軟性のある均一な整合」部材であって、

「音の伝搬速度が前記導管内を流れる前記物質の音の伝搬速度と略等しい

材質からなる」ものであるのに対し、引用発明には、そのような構成が示

されていない点。 

 
 

 
エ 判断 

 

 そこで上記相違点について検討すると、本件発明１において、柔軟性の

ある整合部材を用いる技術的理由は、明細書の段落【００２７】に「ま

た、柔軟性のある略均一な整合部材７によって、導管２０に対する方向に

ついては超音波振動子２が円滑に振動することが可能となるため、導管２

０を流れる流体にバラツキ少なく均一に振動を伝えることが可能となるも

のである。」と記載され、明細書の段落【００３０】に「これによって、

導管２０に対して、流体の流れ方向に対して、制振部材３，４、柔軟性の



ある略均一な整合部材７によって、つまりは接着剤を使って固め固定端振

動にするのではなく、固着させず自由振動させることで円滑に振動するこ

とが可能となり、流れ方向の振動は制振部材３，４によって制振され、超

音波振動子２の残響がバラツキなく均一に取り除け、導管２０に対する方

向についても、制振部材３，４及び柔軟性のある略均一な整合部材７によ

って、つまりは接着剤を使って固め固定端振動にするのではなく、固着さ

せず自由振動させることで振動子が円滑に振動することが可能となるた

め、導管２０を流れる流体にバラツキ少なく均一に振動を伝えることが可

能となるものである。」と記載されているとおり、超音波振動子２を「固

着させず自由振動させることで円滑に振動することが可能」とし「導管２

０を流れる流体にバラツキ少なく均一に振動を伝えることが可能」とする

点にあるところ、引用発明には「ビニール」との材料名が記載されている

だけであって、「ビニール」を用いる技術的根拠は何も示されていないば

かりでなく、かえって甲第５号証の電子メールに添付された文書の第１頁

には「現在ビニール使用 材料検討中」と、どのような材料を用いたらよ

いか検討中であると記載されているのだから、引用発明の「ビニール」と

の材料名だけでは、その硬度（柔軟性）を、本件発明１のような、超音波

振動子２を「固着させず自由振動させることで円滑に振動することが可

能」とし「導管２０を流れる流体にバラツキ少なく均一に振動を伝えるこ

とが可能」としうる程度の柔軟性とすることの動機付けがなく、設計的事

項を考慮したとしても、この点は当業者が容易に想到し得たことではな

い。 

 
 

 

 次に、本件発明１において整合部材の材質を「音の伝搬速度が前記導管

内を流れる前記物質の音の伝搬速度と略等しい材質からなる」ものとする

技術的意義は、既に「第６」「２」「カ」「（イ）」（より詳しい理論的

説明は、「第７」「２」「（２）」「ア」「（イ）」）で述べたとおり、

従来技術において、管路内を伝搬する音波が振動子に到着するよりも前に

接着剤に到着し、この接着剤の音の伝搬速度は、管路内の液体の伝搬速度

より格段に速いことから、接着剤を伝わる伝搬経路の振動は、接着剤に到

達した時点から一気に超音波振動子に伝わるのに対し、本件発明１におい

ては、整合部材に音波が差し掛かると、音波は整合部材の音の伝搬速度で

伝搬するので、接着剤のように一気に超音波振動子に伝搬されることがな

くなり、位相差のバラツキが少なくなるとの新たな技術的知見に立脚した

ものである。 

 

 これに対し、引用発明には「ビニール」との材料名が記載されているだ

けであって、「ビニール」を用いる技術的根拠は何も示されていないばか

りでなく、上記のとおり、甲第５号証の電子メールに添付された文書の第

１頁には「現在ビニール使用 材料検討中」と、どのような材料を用いた

らよいか検討中であると記載されているのだから、引用発明において、こ

のような位相差のバラツキに影響を与えていた原因を解明し、新たな技術

的知見に基づいて、引用発明の「ビニール」の音の伝搬速度を、テフロン



管内の「水」の伝搬速度と略等しい材質からなるものとする動機付けがな

く、設計的事項を考慮したとしても、この点は当業者が容易に想到し得た

ことではない。 

 
 

 

 そして、本件発明１では、整合部材が「柔軟性のある均一な」部材であ

ることと「音の伝搬速度が前記導管内を流れる前記物質の音の伝搬速度と

略等しい材質からなる」ものであることとの総合的な効果として、「位相

差バラツキが少ないため、ゼロ・ドリフトが軽減される」（明細書段落

【００３２】）という格別な作用効果が奏されるものと認められる。 

 
 

 
オ 本件発明１についてのまとめ 

 

 以上のとおり、本件発明１は、甲第５号証に記載された発明に基づい

て、当業者が容易に発明をすることができたものとは認められない。 

 
 

 
カ 本件発明２ないし９について 

 

 本件発明２ないし９は、本件発明１に、所定の技術的限定を付した発明

であるから、本件発明１について述べたのと同様の理由により、当業者が

容易に発明をすることができたものとは認められない。 

 
 

 
キ 進歩性についてのまとめ 

 

 以上のとおり、仮に、甲第５号証に記載された発明が公然知られた発明

であったとしても、本件発明１は、設計事項を考慮したとしても、甲第５

号証に開示される発明に基いて、当業者が容易になし得たものであるとは

いえず、本件発明２は、設計事項を考慮したとしても、甲第５号証及び甲

第８号証に開示される発明に基いて、当業者が容易になし得たものである

とはいえず、本件発明３は、設計事項を考慮したとしても、甲第５号証に

開示される発明及び周知技術（甲第９号証の１～甲第９号証の３）に基い

て、当業者が容易になし得たものであるとはいえず、本件発明４は、設計

事項を考慮したとしても、甲第５号証に開示される発明及び周知技術（甲

第１０号証の１～甲第１０号証の３）に基いて、当業者が容易になし得た

ものであるとはいえず、本件発明５は、設計事項を考慮したとしても、甲

第５号証に開示される発明及び周知技術（甲第１１号証の１～甲第１１号

証の３）に基いて、当業者が容易になし得たものであるとはいえず、本件

発明６は、設計事項を考慮したとしても、甲第５号証に開示される発明及

び周知技術（甲第１１号証の１～甲第１１号証の３）に基いて、当業者が

容易になし得たものであるとはいえず、本件発明７は、甲第５号証に開示

される発明、一般的に知られている技術（甲第１２号証）及び周知技術に

基いて当業者が容易になし得たものであるとはいえず、本件発明８は、設

計事項を考慮したとしても、甲第５号証に開示される発明に基いて、当業

者が容易になし得たものであるとはいえず、本件発明９は、設計事項を考

慮したとしても、甲第５号証、甲第１３号証の１及び甲第１３号証の２に

開示される発明及び周知技術（甲第１３号証の３～甲第１３号証の５）に



基いて当業者が容易になし得たものであるとはいえない。 

 

 よって、本件の請求項１ないし９に係る発明の特許は、仮に、甲第５号

証に記載された発明が公然知られた発明であったとしても、特許法第２９

条第２項の規定に違反してなされたものではない。 

 
 

 
５ 無効理由３（第２９条第２項）のまとめ 

 

 以上のとおり、本件の請求項１ないし９に係る発明の特許は、特許法第

２９条第２項の規定に違反してなされたものであるということはできない

から、特許法第１２３条第１項第２号に該当しない。 

 
 よって、無効理由３は理由がない。 

 
 

 
第９ むすび 

 

 以上検討したように、請求人の主張する理由及び提出した証拠方法によ

っては、本件の請求項１ないし９に係る発明の特許を無効とすることはで

きない。 

 

 審判に関する費用については、特許法第１６９条第２項の規定で準用す

る民事訴訟法第６１条の規定により請求人が負担すべきものとする。 

 
 よって、結論のとおり審決する。 
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